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［ 議案第41号 Ii 
茅ヶ崎市市税条例の一部を改正する条例について

1 提案の理由

地方税法の改正に伴い、原動機付自転車に係る軽自動車税の種別割の区分を改める

等とともに、長寿命化に資する大規模の修繕等が行われたマンションに係る固定資産税

の減額の手続を緩和するため提案する。

2 根拠法規

地方税法（昭和 25年法律第 22 6号）第3条第 1項

3 条例の概要

(1) 二輪の原動機付自転車のうち、総排気量が 0. 1 2 5リットル以下かつ最高出力

が 4. 0キロワット以下のものに係る軽自動車税の種別割の区分を設けるとともに

、その種別割の税率については、 1台につき年額 2, 0 0 0円とすることとした。

（第60条関係）

(2)長寿命化に資する大規模の修繕等が行われたマンションに係る固定資産税の減額措

置に係る申告書の提出がなかった場合においても、当該マンションの管理組合の管理

者等から必要書類が提出され、かつ、当該マンションが固定資産税の減額措置の要件

に該当すると認められるときは、市長は、固定資産税の減額措置を適用することがで

きることとした。 （附則第4条関係）

(3)規定を整備することとした。 （第 26条の 2関係）

(4) 所要の規定を整備することとした。 （附則第 3条関係）

(5) この条例は、令和 7年 4月 1日から施行することとし、所要の経過措置を設ける

こととした。

t ：ぶが．． 
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茅ヶ崎市市税条例の一部を改正する条例新旧対照表

改 正 後 改 正 前

（市民税の納税義務者等）

第16条市民税は、第1号の者に対しては均等割

額及び所得割額の合算額により、第3号の者に対

しては均等割額及び法人税割額の合算額により、

第2号及び第4号の者に対しては均等割額により

、第5号の者に対しては法人税割額により課する

(1)略

(2)略

(3)市内に事務所又は事業所を有する法人

(4)市内に寮、宿泊所、クラブその他これらに類

する施設（以下「寮等」という。）を有する法

人で当該市内に事務所又は事業所を有しないも

の

(5)略

2 略

（市民税の申告）

第26条の2 略

2 

！略

6 

7 市長は、市民税の賦課徴収について必要がある

と認める場合には、新たに第16条第1項第3号

又は第4号に掲げる者に該当することとなった者

に、当該該当することとなった日から30日以内

に、その名称、代表者又は管理人の氏名、主たる

事務所又は事業所の所在、市内 に有する

事務所、事業所又は寮等の所在、法人番号（行政

手続における特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する法律（平成25年法律第27号）

第2条第16項に規定する法人番号をいう。以下

同じ。）、当該該当することとなった日その他必

要な事項を申告させることができる。

（種別割の税率）

第60条次の各号に掲げる軽自動車等に対して課

する種別割の税率は、 1台について、それぞれ当

該各号に定める額とする。

（市民税の納税義務者等）

第16条市民税は、第1号の者に対しては均等割

額及び所得割額の合算額により、第3号の者に対

しては均等割額及び法人税割額の合算額により、

第2号及び第4号の者に対しては均等割額により

、第5号の者に対しては法人税割額により課する

(1)略

(2)略

(3)市内に事務所又は事業所を有する法人

(4)市内に寮、宿泊所、クラブその他これらに類

する施設（以下「寮等」という。）を有する法

人で当該市内に事務所又は事業所を有しないも

の

(5)略

2 略

（市民税の申告）

第26条の2 略

2 

！略

6 

7 市長は、市民税の賦課徴収について必要がある

と認める場合には、新たに第16条第1項第3号

又は第4号に掲げる者に該当することとなった者

に、当該該当することとなった日から 30日以内

に、その名称、代表者又は管理人の氏名、主たる

事務所又は事業所の所在、当該市町村内に有する

事務所、事業所又は寮等の所在、法人番号（行政

手続における特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する法律（平成25年法律第27号）

第2条第1¢5項に規定する法人番号をいう。以下

同じ。）、当該該当することとなった日その他必

要な事項を申告させることができる。

（種別割の税率）

第60条 次の各号に掲げる軽自動車等に対して課

する種別割の税率は、 1台について、それぞれ当

該各号に定める額とする。
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(1)原動機付自転車

ア 総排気量が0. 0 5リットル以下のもの又

は定格出力が0. 6キロワット以下のもの（

ウ及びオに掲げるものを除く。） 年額 2 

, 0 0 0円

イ ニ輪のもので、総排気量が0. 05リット

ルを超え、 0. 0 9リットル以下のもの」2

に掲げるものを除く。）又は定格出力が、 0

. 6キロワットを超え、 0. 8キロワット以

下のもの年額 2, 0 0 0円

立二輪のもので、総排気量が0. 1 2 5リッ

トル以下かつ最高出力が4. 0キロワット以

下のもの生堕 2, 000円

王二輪のもので、総排気量が0. 0 9リット

ルを超えるもの（ウに掲げるものを除く。）

嬰定格出力が0. 8キロワットを超えるも

の年額 2, 4 0 0円

主三輪以上のもの（車室を備えず、かつ、輪

距 (2以上の輪距を有するものにあっては、

その輪距のうち最大のもの）が0. 5メート

ル以下であるもの、側面が構造上開放されて

いる車室を備え、かつ、輪距が0. 5メート

ル以下の三輪のもの及び道路運送車両の保安

基準（昭和26年運輸省令第67号）第1条

第1項第13号の6に規定する特定小型原動

機付自転車を除く。）で、総排気量が0. 0 

2リットルを超えるもの又は定格出力が0.

25キロワットを超えるもの年額 3, 7 

00円

(2)略

(3)略

附則

（法附則第15条第2項第1号等の条例で定める

割合）

第3条略

2 

！略

(1)原動機付自転車

ア 総排気量が0. 0 5リットル以下のもの又

は定格出力が0. 6キロワット以下のもの（

工 に掲げるものを除く。） 年額 2

, 0 0 0円

イ ニ輪のもので、総排気量が0. 0 5リット

ルを超え、 0. 0 9リットル以下のもの公は

定格出力が、 0

. 6キロワットを超え、 0. 8キロワット以

下のもの年額 2, 0 0 0円

立二輪のもので、総排気量が0. 0 9リット

ルを超えるもの又は

＿定格出力が0. 8キロワットを超えるも

の年額 2, 4 0 0円

王三輪以上のもの（車室を備えず、かつ、輪

距 (2以上の輪距を有するものにあっては、

その輪距のうち最大のもの）が0. 5メート

ル以下であるもの、側面が構造上開放されて

いる車室を備え、かつ、輪距が0. 5メート

ル以下の三輪のもの及び道路運送車両の保安

基準（昭和26年運輸省令第67号）第1条

第1項第13号の6に規定する特定小型原動

機付自転車を除く。）で、総排気量が0. 0 

2リットルを超えるもの又は定格出力が0.

2 5キロワットを超えるもの年額 3, 7 

00円

(2)略

(3)略

附則

（法附則第15条第2項第1号等の条例で定める

割合）

第3条略

2 

！略

1 4 I 1 4 

1 5 法附則第15条第40項に規定する条例で定 1 5 法附則第15条第41項に規定する条例で定

める割合は、 3分の1とする。 める割合は、 3分の1とする。
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1 6 法附則第15条第41項に規定する条例で定

める割合は、 4分の3とする。

1 7 略

1 8 略

（新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の

適用を受けようとする者がすべき申告）

第4条略

2 

t 略

10 

1 1 法附則第15条の9の3第1項に規定する特

定マンションに係る区分所有に係る家屋について

、同項の規定の適用を受けようとする者は、当該

特定マンションに係る同項に規定する工事が完了

した日から 3月以内に、次に掲げる事項を記載し

た申告書に施行規則附則第7条第17項各号に掲

げる書類を添付して市長に提出しなければならな

し‘。

(1)納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番

号又は法人番号（個人番号又は法人番号を有し

ない者にあっては、住所及び氏名又は名称）

(2)家屋の所在、・家屋番号、種類、床面積

(3)家屋の建築年月日及び登記年月日

(4)当該工事が完了した年月日

(5)当該工事が完了した日から 3月を経過した後

に申告書を提出する場合には、 3月以内に提出

することができなかった理由

旦市長は、法附則第15条の9の3第1項に規

定する特定マンションに係る区分所有に係る家屋

については、前項の申告書の提出がなかった場合

においても、マンションの管理の適正化の推進に

関する法律（平成12年法律第149号）第5条

の2第1項に規定する管理組合の管理者等から法

附則第15条の9の3第2項に規定する期間内に

施行規則附則第7条第17項各号に掲げる書類の

提出がされ、かつ、当該特定マンションが法附則

第15条の9の3第1項に規定する要件に該当す

ると認められるときは、前項の規定にかかわらず

、同条第1項の規定を適用することができる。

1 3 略

1 6 法附則第15条第42項に規定する条例で定

める割合は、 4分の3とする。

1 7 略

1 8 略

（新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の

適用を受けようとする者がすべき申告）

第4条略

2 

i 略

10 

1 1 法附則第15条の9の3第1項に規定する特

定マンションに係る区分所有に係る家屋について

、同項の規定の適用を受けようとする者は、当該

特定マンションに係る同項に規定する工事が完了

した日から 3月以内に、次に掲げる事項を記載し

た申告書に施行規則附則第7条第17項各号に掲

げる書類を添付して市長に提出しなければならな

Vヽ
゜
(1)納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番

号又は法人番号（個人番号又は法人番号を有し

ない者にあっては、住所及び氏名又は名称）

(2)家屋の所在、家屋番号、種類、床面積

(3)家屋の建築年月日及び登記年月日

(4)当該工事が完了した年月日

(5) 当該工事が完了した日から 3月を経過した後

に申告書を提出する場合には、 3月以内に提出

することができなかった理由

1 2 略
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茅ヶ崎市市税条例の一部を改正する条例参照条文

〇地方税法（地方税法及び地方税法等の一部を改正する法律の一部を改正する法律（令和

7年法律第7号）第1条の規定による改正前のもの）

（地方税の賦課徴収に関する規定の形式）

第三条地寸はその地‘の 圭 至 示t 寧その ‘圭 についてを

るには、当該地方団体の条例によらなければならないn

2 地方団体の長は、前項の条例の実施のための手続その他その施行について必要な事項を規則で定

めることができる。

（種別割の標準税率）

第四百六十三条の十五ンの口に i‘る上 に、してぎ る 直 Iのパ? ン,は一ムにつ

いて、それぞれ当該各号に定める額とする。

ニ原動機付自転車

4 祭戸早が・五リットル上 のものは が・六キロ生孤ニエ且

ワット以下のもの（二に掲げるものを除く n)

旦ニーのもので倹圧旱が ・ 五リットル え リット 生題二千円

ル上 のものは が・六キロワットをえ ・八キロワッ

ト以下のもの

公二のもので冷戸量が・ リットルをえるものは 生聾二千四百円

力が0．八キロワットを超えるもの
三三じ上のもの寮ハムでめるものをハ で翁戸旱が生盟三千七百円

・ ニリットルをえるものは がO・ 二五キロワットを咽
えるもの

二略

三略

2 略

3 略

附則

（固定資産税等の課税標準の特例）

第十五条略

2 

｝略

40 
4 ンに し‘る ?門のうち 、 ＇可 I垣7 宰寸ミ の一立を已正するミ／ ム日三ミノ

三一号のノ―のからム n九三三十一日までの』に朽されたものに、して呈する固定資産
‘の吾 ‘Itしま年三四 久の二の にかかわら‘‘芍三門こ叉る古 ‘、 ‘の芸 バ？と

なるべき に三ノ‘の一を参、して六‘の一上上二‘の一上 の において 、の でめ

る茸ム、恒夕き几が研三八 久の の‘ を忠ける炉ムには三‘の一）を じて乍た とす

盃
二、△市加 I: 7 圭、ミ、r‘—五ミ/七—七口 五久に る四 が百

冬に． る咳き百に，づき炉詈した町 二久]てに るヽミ7 、仄刀塩ヽ 圭几で倹ノゾム

で定めるもの

二 7‘首ミ→二五冬の四に でる詞 — が百冬に＋ する唆き酉に其づき訊署した百

、‘ 二—五久の 一項に るゞ 7 酎邸垣、 5 吾几で合/ゾ‘で〗めるもの

土ム四年四ーからム日七→三三ーまでの日に、定者市泊 l項 7い圭、： 五三冬

一頂の良 によ¢一された切＇唄全メ担 少 この珀において「貯仄刀唯全区畑 とい

う にある士地に、して圭する古音生‘ は き酉の芸 六？はぷた三四九条は

七二冬応一項の庚 にかかわら｀、、仄刀叱全メ域としてとミされた の する の3て の一
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- ‘’芍ヒされたが一ーである｝ムには百 を―三 とする から三 ‘の古

、生 は 舌酉にり‘’芍土地にスる古‘ は i百‘の三‘町となるべき而
に四‘の三を参、して三ノ‘の二じ上六‘の五上 の において 、の久 iで める室戸‘を

じて得た額とする。

43 

!略

45 

（大規模の修繕等が行われたマンションに対する固定資産税の減額）

第十五条の九の三 、は さたから二 じ上＇、渦したマンションマンションの応理

の‘商正の‘佳に るミ／ 、， 二 ~1 四 ロ ニ久—門こ るマンションで

あって の主のに壮る 立ノ‘のうちへでめる、 立‘を るものをい- L‘ この

項において百じ の-ち 町紐五冬のニー項の による芸サしはヒを乎けた百項に

する竺理頃ムの理 に只るマンションは酎 五久の八に する理き酉四マンション

でムでめるものであつて＾五四ーから＾七三三ーまでのにマンションの

の について／—-炉 は、 を＾む な工で念/ゾ‘でめるものが/―われたもの

‘'眩エが／―われた に る L‘ この久において「、 マンション とい- にア、るメ‘

にスる 屋に、して；する古 ‘ については 、月I 五冬の 一項ザし は汗久一項の

の適がある炉ムしま‘'芍、 マンションが にこの項の の‘ を けたことがある炉ムをハ

き ‘r芍エが占したのするの北の一一 ‘恒ウエが占したが一ーである炉

ムには百 二 とる ノ‘の古‘ に ‘’芍、マンションに只るメ‘― に

＇ぐる にスる古 ‘ この頂の の‘ しる立‘にスる として X‘ ごと

にムでめるところによ したのム とる の三‘の一参、して六の一↓、上ニノ

の一じ の において 、の久でめる国＾に‘'るを‘’芍、 マンションに，くるハ

所有に係る家屋に係る固定資産税額から減額するものとする n

上汗珀の は 、 マンションに「、るメノ‘ に叉る 土に叉る古定‘ の， から ‘ 

芍、 マンションにスる百項に るエが占したから三 L‘ に 怠/ゾ‘でめる事芍を

、'‘‘、して ‘'訪、 マンションに，ぐるメ‘― にスる 上につき町哨の の適があるべきこの

告書の提出がされた場合に限り、適用するものとする。

3 市町村長は、前項に規定する期間の経過後に同項の申告書の提出がされた場合において、当該期間

内に当該申告書の提出がされなかったことについてやむを得ない理由があると認めるときは、当該申

告書に係る特定マンションに係る区分所有に係る家屋につき第一項の規定を適用することができる。

〇マンションの管理の適正化の推進に関する法律

（助言、指導等）

第五条の二 ‘首寸只はマンション理‘正ヒ巳に且し 理、への知理— 理 、が宵か

れていないときは‘骸応理湛ムを ‘するマンションのxハ ン項において百じ に、

しマンションの理の適正ヒを叉るために必な芸びヒをすることができる

2 都道府県知事（市又は第百四条の二第一項の規定により同項に規定するマンション管理適正化推進

行政事務を処理する町村の区域内にあっては、それぞれの長。以下「都道府県知事等」という。）は

管理組合の運営がマンション管理適正化指針に照らして著しく不適切であることを把握したときは、

当該管理組合の管理者等に対し、マンション管理適正化指針に即したマンションの管理を行うよう勧

告することができる。

0行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（情報通信技
術の活用による行政手続等に係る関係者の利便性の向上並びに行政運営の簡素化及び効

率化を図るためのデジタル社会形成基本法等の一部を改正する法律（令和6年法律第4

6号）第3条の規定による改正後のもの）

（定義）
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第二条 この法律において「行政機関」とは、個人情報の保護に関する法律（以下「個人情報保護法」

という。）第二条第八項に規定する行政機関をいう。

2 この法律において「独立行政法人等」とは、個人情報保護法第二条第九項に規定する独立行政法人

等をいう。

3 この法律において「個人情報」とは、個人情報保護法第二条第一項に規定する個人情報をいう。

4 この法律において「個人情報ファイル」とは、個人情報保護法第六十条第二項に規定する個人情報

ファイルであって行政機関等（個人情報保護法第二条第十一項に規定する行政機関等をいう。以下こ

の項及び第五章第二節において同じ。）が保有するもの又は個人情報保護法第十六条第一項に規定す

る個人情報データベース等であって行政機関等以外の者が保有するものをいう。

5 この法律において「個人番号」とは、第七条第一項又は第二項の規定により、住民票コード（住民

基本台帳法（昭和四十二年法律第八十一号）第七条第十三号に規定する住民票コードをいう。以下同

じ。）を変換して得られる番号であって、当該住民票コードが記載された住民票に係る者を識別する

ために指定されるものをいう。

6 この法律において「本人」とは、個人番号によって識別される特定の個人をいう。

7 この法律において「個人番号カード」とは、次に掲げる事項が記載され、第十六条の二第一項の申

請の日において本人の年齢が主務省令で定める年齢に満たない場合を除き本人の写真が表示され、か

っ、これらの事項その他主務省令で定める事項（以下「カード記録事項」という。）が電磁的方法

（電子的方法、磁気的方法その他人の知覚によって認識することができない方法をいう。第十八条に

おいて同じ。）により記録されたカードであって、この法律又はこの法律に基づく命令で定めるとこ

ろによりカード記録事項を閲覧し、又は改変する権限を有する者以外の者による閲覧又は改変を防止

するために必要なものとして主務省令で定める措置が講じられたものをいう。

ー氏名

二 住所（国外転出者（住民基本台帳法第十七条第三号に規定する国外転出者をいう。以下同じ。）

にあっては、国外転出者である旨及びその国外転出届（同号に規定する国外転出届をいう。第十七

条第六項において同じ。）に記載された転出の予定年月日）

三生年月日

四性別

五個人番号

六 その他政令で定める事項

8 この法律において「カード代替電磁的記録」とは、前項第一号から第五号までに掲げる事項及び本

人の写真（本人の写真が表示されていない個人番号カードの交付を受けている者に係るものにあって

は、当該事項。第十八条の二第二項において「カード代替記録事項」という。）に係る電磁的記録

（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録で

あって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。以下この項並びに同条第一項及び第

二項において同じ。）並びに当該電磁的記録がその送信を行った者のものであることを当該電磁的記

録の送信を受けた者が確認するために必要な事項として主務省令で定める事項に係る電磁的記録につ

いて地方公共団体情報システム機構（以下「機構」という。）が電子署名（電子署名及び認証業務に

関する法律（平成十二年法律第百二号）第二条第一項に規定する電子署名であって、主務省令で定め

る基準に適合するものをいう。第十八条の二第二項及び第三項において同じ。）を行ったものにより

一体的に構成された電磁的記録をいう。

9 この法律において「特定個人情報」とは、個人番号（個人番号に対応し、当該個人番号に代わって

用いられる番号、記号その他の符号であって、住民票コード以外のものを含む。第七条第一項及び第

二項、第八条並びに第四十八条並びに附則第三条第一項から第三項まで及び第五項を除き、以下同

じ。）をその内容に含む個人情報をいう。

10 この法律において「特定個人情報ファイル」とは、個人番号をその内容に含む個人情報ファイル

をいう。

1 1 この法律において「個人番号利用事務」とは、行政機関、地方公共団体、独立行政法人等その他

の行政事務を処理する者が第九条第一項から第三項までの規定によりその保有する特定個人情報ファ
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イルにおいて個人情報を効率的に検索し、及び管理するために必要な限度で個人番号を利用して処理

する事務をいう。

1 2 この法律において「個人番号関係事務」とは、第九条第四項の規定により個人番号利用事務に関

して行われる他人の個人番号を必要な限度で利用して行う事務をいう。

1 3 この法律において「個人番号利用事務実施者」とは、個人番号利用事務を処理する者及び個人番

号利用事務の全部又は一部の委託を受けた者をいう。

14 この法律において「個人番号関係事務実施者」とは、個人番号関係事務を処理する者及び個人番

号関係事務の全部又は一部の委託を受けた者をいう。

1 5 この法律において「情報提供ネットワークシステム」とは、行政機関の長等（行政機関の長、地

方公共団体の機関、独立行政法人等、地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成十五年法律第百

十八号）第二条第一項に規定する地方独立行政法人をいう。以下同じ。）及び機構並びに第十九条第

八号に規定する情報照会者及び情報提供者並びに同条第九号に規定する条例事務関係情報照会者及び

条例事務関係情報提供者をいう。第七章を除き、以下同じ。）の使用に係る電子計算機を相互に電気

通信回線で接続した電子情報処理組織であって、暗号その他その内容を容易に復元することができな

い通信の方法を用いて行われる第十九条第八号又は第九号の規定による利用特定個人情報の提供を管

理するために、第二十一条第一項の規定に基づき内閣総理大臣が設置し、及び管理するものをいう。

兵この:／において「ミ ロとは 三 欠ー項は二頭の によ 、のミ そ

の他の団体を識別するための番号として指定されるものをいう。

〇地方税法施行規則

附則

（政令附則第十二条の割合の補正等）

第七条 第七条の三第一項及び第二項の規定は、政令附則第十二条第四項に規定する区分所有に係る住

宅以外の住宅における人の居住の用に供する部分の床面積の当該住宅の床面積に対する割合及び区分

所有に係る住宅における居住用専有部分に係る埜準部分のうち人の居住の用に供する部分の床面積の

当該居住用専有部分の床面積に対する割合、同条第十一項（同条第十五項において準用する場合を含

む。）に規定する住宅である家屋における従前の権利に対応する居住部分又は従前の権利に対応する

非居住部分の床面積の当該専有部分の床面積に対する割合及び住宅以外の家屋における従前の権利に

対応する部分の床面積の当該専有部分の床面積に対する割合、同条第十三項に規定する区分所有に係

るサービス付き高齢者向け貸家住宅における高齢者向け貸家用専有部分に係る高齢者向け特定貸家墓

準部分のうち専らサービス付き高齢者向け住宅事業に係る住居として貸家の用に供する部分の床面積

の当該高齢者向け貸家用専有部分の床面積に対する割合及び区分所有に係るサービス付き高齢者向け

貸家住宅以外のサービス付き高齢者向け貸家住宅における高齢者向け特定貸家基準住居部分の床面積

の当該サービス付き高齢者向け貸家住宅の床面積に対する割合、同条第十六項に規定する区分所有に

係る特定特例適用住宅以外の特定特例適用住宅における特定居住用部分又は特定居住用部分以外の部

分の床面積の当該特定特例適用住宅の床面積に対する割合及び区分所有に係る特定特例適用住宅にお

ける特定居住用部分又は特定居住用部分以外の部分の床面積の当該特定特例逃用住宅の床面積に対す

る割合、同条第二十一項に規定する区分所有に係る耐震基準適合住宅以外の耐震基準適合住宅におけ

る人の居住の用に供する部分の床面積の当該耐震埜準適合住宅の床面積に対する割合及び区分所有に

係る耐震基準適合住宅における人の居住の用に供する部分の床面積の当該居住用専有部分の床面積に

対する割合、同条第二十六項に規定する特定居住用部分の床面積の当該高齢者等居住改修住宅の床面

積に対する割合、同条第二十九項に規定する特定居住用部分の床面積の当該高齢者等居住改修専有部

分の床面積に対する割合、同条第三十三項に規定する特定居住用部分の床面積の当該熱損失防止改修

等住宅の床面積に対する割合、同条第三十六項に規定する特定居住用部分の床面積の当該熱損失防止

改修等専有部分の床面積に対する割合、同条第四十項に規定する区分所有に係る特定耐震基準適合住

宅以外の特定耐震基準適合住宅における人の居住の用に供する部分の床面積の当該特定耐震基準適合

住宅の床面積に対する割合及び区分所有に係る特定耐震基準選合住宅における人の居住の用に供する

部分の床面積の当該居住用専有部分の床面積に対する割合、同条第四十三項に規定する特定居住用部
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分の床面積の当該特定熱損失防止改修等住宅の床面積に対する割合、同条第四十六項に規定する特定

居住用部分の床面積の当該特定熱損失防止改修等住宅専有部分の床面積に対する割合、同条第四十九

項に規定する人の居住の用に供する部分の床面積の当該居住用専有部分の床面積に対する割合並びに

同条第五十項及び第五十一項に規定する区分所有に係る耐震基準適合家屋以外の耐震基準適合家屋に

おける当該耐震基準適合家屋の床面積から人の居住の用に供する部分の床面積を控除して得た床面積

の当該耐震基準適合家屋の床面積に対する割合及び区分所有に係る耐震基準適合家屋における居住用

専有部分の床面積から人の居住の用に供する部分の床面積を控除して得た床面積の当該居住用専有部

分の床面積に対する割合の補正について準用する。ただし、市町村の条例で定めるところによって、

法第三百八十八条第一項に規定する固定資産評価基準によって求めた人の居住の用に供する部分又は

従前の権利に対応する部分の価額その他これらの部分に係る税額の算定について適当と認められる基

準により算出した数値に基づいて補正を行うこととした場合においては、当該条例で定める方法によ

つて補正することを妨げない。

2 政令附則第十二条第四項第一号口及び第二号、第十一項第一号口、第二号口及び第三号口、第十三

項第一号口及び第二号、第十六項第二号イ及び口並びに第三号イ及び口、第二十一項第一号イ及びロ

並びに第二号イ及び口、第二十六項、第二十九項、第三十三項、第三十六項、第四十項第一号イ及び

ロ並びに第二号イ及び口、第四十三項、第四十六項、第四十九項、第五十項第一号口及びハ並びに第

二号口及びハ並びに第五十一項第一号口及びハ並びに第二号口及びハに規定する総務省令で定める事

項は、仕上部分の程度とする。

3 法附則第十五条の七第三項に規定する総務省令で定める書類は、長期優良住宅の普及の促進に関す

る法律施行規則（平成二十一年国士交通省令第三号）第六条、第九条又は第十五条に規定する通知書

の写しとする。

4 法附則第十五条の七第四項に規定する通知を受けたことを証する書類として総務省令で定めるもの
は、長期優良住宅の普及の促進に関する法律施行規則第九条に規定する通知書の写しとする。

5 政令附則第十二条第十二項第一号イに規定する総務省令で定める建築物は、次に掲げる要件に該当

する建築物とする。

ー 外壁及び軒裏が、建築基準法第二条第八号に規定する防火構造であること。

二 屋根が、建築基準法施行令第百三十六条の二の二第一号及び第二号に掲げる技術的基準に適合す

るものであること。

三 天井及び壁の室内に面する部分が、通常の火災時の加熱に十五分間以上耐える性能を有するもの

であること。

四 前三号に掲げるもののほか、建築物の各部分が、防火上支障のない構造であること。

6 政令附則第十二条第十二項第一号口に規定する政府の補助で総務省令で定めるものは、スマート

ウェルネス住宅等推進事業のうちサービス付き高齢者向け住宅（高齢者専用賃貸住宅の整備を行う事

業により建設されたものを除く。）の整備を行う事業に係る補助とする。

7 法附則第十五条の九第一項に規定する総務省令で定めるところにより証明がされた住宅は、当該住

宅が国土交通大臣が総務大臣と協議して定める政令附則第十二条第十九項に掲げる基準に適合する旨

を証する書類を法附則第十五条の九第一項に規定する耐震改修が行われた住宅につき同項の規定の適

用があるべき旨の申告の際に市町村長に提出することにより証明がされた住宅とする。

8 政令附則第十二条第二十項第三号に規定する総務省令で定める部分は、共同住宅等である耐震基準

適合住宅の次に掲げる部分とする。

ー 建物の区分所有等に関する法律第二条第一項に規定する建物の部分に相当する部分

二 前号に掲げるもののほか、共同住宅等の壁で区画された部分で住戸（寄宿舎の寝室その他これに

類する共同住宅等の部分を含む。）であるもの

9 法附則第十五条の九第六項に規定する総務省令で定める書類は、次に掲げる書類とする。ただし、

同項に規定する納税義務者が同項に規定する申告書に当該納税義務者の個人番号（当該書類を提出す

る者の個人番号に限る。次項及び第十二項において同じ。）を記載して提出したときは、第一号の書

類は、添付することを要しない。

一 法附則第十五条の九第六項に規定する納税義務者の住民票の写し
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二 次に掲げる者の区分に応じ、それぞれ次に定める書類

イ 政令附則第十二条第二十三項第一号に掲げる者 その者の住民票の写し

ロ 政令附則第十二条第二十三項第二号に掲げる者 その者の介護保険法第十二条第三項に規定す

る被保険者証の写し

ハ 政令附則第十二条第二十三項第三号に掲げる者 同号に該当する旨を証する書類の写し

三 次に掲げるいずれかの書類

イ 法附則第十五条の九第四項に規定する居住安全改修工事に係る明細書（当該居住安全改修工事

の内容及び費用を確認することができるものに限る。）、当該居住安全改修工事が行われた箇所

を撮影した写真及び工事費用を支払ったことを確認することができる領収証

ロ 法附則第十五条の九第四項に規定する居住安全改修工事が行われた旨を証する書類

四 政令附則第十二条第二十四項に規定する補助金等の交付、居宅介護住宅改修費の給付又は介護予

防住宅改修費の給付を受ける場合には、当該補助金等の交付決定、居宅介護住宅改修費の給付決定

又は介護予防住宅改修費に係る給付決定を受けたことを確認することができる書類

五 前各号に掲げるもののほか、市町村長が必要と認める書類

1 0 法附則第十五条の九第十一項に規定する総務省令で定める書類は、次に掲げる書類とする。ただ

し、同項に規定する納税義務者が同項に規定する申告書に当該納税義務者の個人番号を記載して提出

したときは、第一号の書類は、添付することを要しない。

一 法附則第十五条の九第十一項に規定する納税義務者の住民票の写し

二 法附則第十五条の九第九項に規定する熱損失防止改修工事等が行われた旨を証する国土交通大臣

が総務大臣と協議して定める書類

三 政令附則第十二条第三十一項に規定する補助金等の交付を受ける場合には、当該補助金等の交付

決定を受けたことを確認することができる書類

四 前三号に掲げるもののほか、市町村長が必要と認める書類

1 1 法附則第十五条の九の二第二項に規定する総務省令で定める書類は、次に掲げる書類とする。

ー 長期優良住宅の普及の促進に関する法律施行規則第六条、第九条又は第十五条に規定する通知書

の写し

二 法附則第十五条の九の二第一項に規定する耐震改修が行われた旨及び当該住宅が認定長期優良住

宅に該当することとなった旨を証する国土交通大臣が総務大臣と協議して定める書類

三 前二号に掲げるもののほか、市町村長が必要と認める書類

1 2 法附則第十五条の九の二第六項に規定する総務省令で定める書類は、次に掲げる書類とする。た

だし、同項に規定する納税義務者が同項に規定する申告書に当該納税義務者の個人番号を記載して提

出したときは、第一号の書類は、添付することを要しない。

一 法附則第十五条の九の二第六項に規定する納税義務者の住民票の写し

ニ 長期優良住宅の普及の促進に関する法律施行規則第六条、第九条又は第十五条に規定する通知書
の写し

三 法附則第十五条の九第九項に規定する熱損失防止改修工事等が行われた旨及び法附則第十五条の

九の二第四項に規定する住宅又は同条第五項に規定する区分所有に係る家屋の専有部分が認定長期

優良住宅に該当することとなった旨を証する国土交通大臣が総務大臣と協議して定める書類

四 政令附則第十二条第三十一項に規定する補助金等の交付を受ける場合には、当該補助金等の交付

決定を受けたことを確認することができる書類

五 前各号に掲げるもののほか、市町村長が必要と認める書類

1 3 第九項から前項までの規定にかかわらず、市町村長は、当該書類により証明すべき事実を公簿等

によって確認することができるときは、当該書類を省略させることができる。

14 政令附則第十二条第四十八項第二号イに規定するマンションの修繕に関する長期の計画で総務省

令で定めるものは、マンションの管理の適正化の推進に関する法律施行規則（平成十三年国土交通省

令第百十号）第一条の二第一項第二号に規定する長期修繕計画とする。

1 5 政令附則第十二条第四十八項第二号口に規定する総務省令で定める部分は、前項に規定する長期

修繕計画に基づき算定された修繕積立金の額に係る部分とする。
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1 6 法附則第十五条の九の三第一項に規定するマンションの建物の外壁について行う修繕又は模様替

を含む大規模な工事で総務省令で定めるものは、国土交通大臣が総務大臣と協議して定める工事とす

る。

ニミ、月I 五久のの三二項に する澄ハムでめる事‘'はンにし‘る事‘とする

ニミ、月I 五冬のの三一項に るエが/―われたこを至 る玉土六‘雨 が合 と

協議して定める書類
ータ

一 、^月I — 四＼項ーロイに芍‘’るこ唖る土六‘ がり伶 ときして

定める書類

ニ政令附則第十二条第四十八項第一号口に該当する旨を証する書類

旦次に掲げるマンションの区分に応じ、それぞれ次に定める書類

4 マンションの理の適正ヒの‘佳にする: 9 、， 二：＇ 四 口 五冬の二

一項の による号はヒ‘を豆した百頂に する理且への序理 に，ぐるマンション

ム、月I屈二久四八I町ニロイにめる に芍‘'するこを唖する玉土六通 が怠

臣と協議して定める書類

旦マンションの理の‘正ヒの進にする:，， 五の＼に る理き百四マンション

マンションの理の‘正ヒの‘佳にする‘' ／一月l ーの六は一の一に する

‘ 事のしびへ、月I 二久四八項ニロロにめる に芍‘'するこをきする玉士

交通大臣が総務大臣と協議して定める書類

五前各号に掲げるもののほか、市町村長が必要と認める書類

1 8 法附則第十五条の十第一項に規定する政府の補助で総務省令で定めるものは、建築物耐震対策緊

急促進事業のうち耐震改修を行う事業に係る補助とする。

1 9 法附則第十五条の十第一項に規定する総務省令で定めるところにより証明がされた家屋は、当該

家屋が国土交通大臣が総務大臣と協議して定める政令附則第十二条第十九項に掲げる基準に適合する

旨を証する書類を法附則第十五条の九第一項に規定する耐震改修が行われた家屋につき法附則第十五

条の十第一項の規定の適用があるべき旨の申告の際に市町村長に提出することにより証明がされた家

屋とする。

20 政令附則第十二条の規定のうち次の表の上欄に掲げる規定の適用について、これらの規定中同表

の中欄に掲げる字句における床面積の算定に関しては、同表の下欄に掲げる方法によるものとする。

略

〇道路運送車両の保安基準

（用語の定義）

第一条このハムにおける含五の は道運‘ ミ じ 「ミ とい- 二久にめるもの

のほか、次の各号の定めるところによる。

「けん引自動車」とは、専ら被けん引自動車をけん引することを目的とすると否とにかかわらず、

被けん引自動車をけん引する目的に適合した構造及び装置を有する自動車をいう。

「被けん引自動車」とは、自動車によりけん引されることを目的とし、その目的に適合した構造

及び装薦を有する自動車をいう。

二の二 「ポール。トレーラ」とは、柱、パイプ、橋げたその他長大な物品を運搬することを目的と

し、これらの物品により他の自動車にけん引される構造の被けん引自動車をいう。
けん けん

二の三 「セミトレーラ」とは、前車軸を有しない被牽引自動車であって、その一部が牽引自動車に
けん けん

載せられ、かつ、当該被牽引自動車及びその積載物の璽量の相当部分が牽引自動車によって支えら

れる構造のものをいう。

三削除

四 「旅客自動車運送事業用自動車」とは、道路運送法第二条第三項の旅客自動車運送事業の用に供

する自動車をいう。

五 「幼児専用車」とは、専ら幼児の運送の用に供する自動車をいう。
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六 「空車状態」とは、道路運送車両が、原動機及び燃料装置に燃料、潤滑油、冷却水等の全量を搭

載し及び当該車両の目的とする用途に必要な固定的な設備を設ける等運行に必要な装備をした状態

をいう。

七 「高圧ガス」とは、高圧ガス保安法（昭和二十六年法律第二百四号）第二条の高圧ガスをいう。

八 「ガス容器」とは、前号の高圧ガスを蓄積するための容器をいう。

九 「ガス運送容器」とは、第七号の高圧ガスを運送するため車台に固定されたガス容器をいう。

+ 「内圧容器」とは、常用の温度における圧力（ゲージ圧力をいう。以下同じ。）が0・ニメガパ
スカル以上の圧縮ガスで高圧ガス以外のものを蓄積するための容器（制動装置用容器以外の容器で、

内径二百ミリメートル未満、長さ千ミリメートル未満のもの又は容積四十リットル未満のものを除

く。）をいう。

十一 「火薬類」とは、火薬類取締法（昭和二十五年法律第百四十九号）第二条の火薬類をいう。

十二 「危険物」とは、消防法（昭和二十三年法律第百八十六号）別表の品名欄に掲げる物品で、同

表に定める区分に応じ同表の性質欄に掲げる性状を有するものをいう。

十三 「緊急自動車」とは、消防自動車、警察自動車、検察庁において犯罪捜査のため使用する自動

車又は防衛省用自動車であって緊急の出動の用に供するもの、刑務所その他の矯正施設において緊

急警備のため使用する自動車、入国者収容所又は地方入国管理局において容疑者の収容又は被収容

者の警備のため使用する自動車、保存血液を販売する医薬品販売業者が保存血液の緊急輸送のため

使用する自動車、医療機関が臓器の移植に関する法律（平成九年法律第百四号）の規定により死体

（脳死した者の身体を含む。）から摘出された臓器、同法の規定により臓器の摘出をしようとする

医師又はその摘出に必要な器材の緊急輸送のため使用する自動車、救急自動車、公共用応急作業自

動車、不法に開設された無線局の探査のため総務省において使用する自動車及び国土交通大臣が定

めるその他の緊急の用に供する自動車をいう。

十三の二 「道路維持作業用自動車」とは、道路交通法（昭和三十五年法律第百五号）第四十一条第

四項の道路維持作業用自動車をいう。

十三の三 「締約国登録自動車」とは、道路交通に関する条約の実施に伴う道路運送車両法の特例等

に関する法律（昭和三十九年法律第百九号。以下「特例法」という。）第二条第二項の締約国登録

自動車をいう。

十三の四 「締約国登録原動機付自転車」とは、特例法第二条第二項の締約国若しくはその下部機構

によりその法令に定める方法で登録されている原動機付自転車（付随車を除く。）であって次に掲

げる要件に該当するもの又はこれによりけん引される付随車であって次に掲げる要件に該当するも

のをいう。

イ 自家用自動車の一時輸入に関する通関条約第二条1、自家用自動車の一時輸入に関する通関条

約の実施に伴う関税法等の特例に関する法律（昭和三十九年法律第百一号）第十条又は関税定率

法（明治四十三年法律第五十四号）第十四条（第七号に係る部分に限る。）若しくは第十七条第

一項（第十号に係る部分に限る。）の規定の適用を受けて輸入されたものであること。

ロ 当該原動機付自転車を輸入した者の使用に供されるものであること。

ハ 関税法（昭和二十九年法律第六十一号）第六十七条の輸入の許可を受けた日から一年を経過し

ないものであること。

十三の五 「一般原動機付自転車」とは、原動機付自転車であって、次号に規定する特定小型原動機

付自転車以外のものをいう。

十三の六 「、 ハ知Jハ ヽ 云 とは／、璽 ヽ ―のうち 立苧ヽ いによ ±1:冗される苧

圧を i、とするものであってンにすし‘る の全てに眩‘rするものをい-

工 原動機の定格出力が0・六〇キロワット以下であること。
旦竺ズでめるミによ:ハ戸した場ムにおいて さー・ メートル上 百：八メ:=トル

以下であること。

△ 最高速度が二十キロメートル毎時以下であること。

十四 「付随車」とは、原動機付自転車によってけん引されることを目的とし、その目的に適合した

構造及び装置を有する道路運送車両をいう。
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十五 「軸重」とは、自動車の車両中心線に垂直なーメートルの間隔を有する二平行鉛直面間に中心

のあるすべての車輪の輪荷重の総和をいう。

十六 「最遠軸距」とは、自動車の最前部の車軸中心（セミトレーラにあっては、連結装置中心）か

ら最後部の車軸中心までの水平距離をいう。

十七 「輪荷重」とは、自動車の一個の車輪を通じて路面に加わる鉛直荷重をいう。

十八 「高速道路等」とは、道路交通法（昭和三十五年法律第百五号）第二十二条第一項の規定によ

り当該道路において定められている自動車の最高速度が六十キロメートル毎時を超える道路をいう。

2 法第四十条第五号の運行に必要な装備をした状態とは、前項第六号に規定する状態をいう。
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令和 7年 3月31日 月曜日 官 報 （号外特第8号） 42 

5

新
法
附
則
第
十
―
一
条
の
二
の
七
第
九
項
の
規
定
は
、
施
行
日
以
後
の
軽
油
の
消
費
に
対
し
て
課
す
べ
き
軽
油
引
取

税
に
つ
い
て
適
用
す
る
。

6

新
法
附
則
第
十
―
一
条
の
二
の
七
の
二
第
一
項
の
規
定
は
、
施
行
日
以
後
の
炭
化
水
素
油
（
地
方
税
法
第
百
四
十
四

条
の
二
第
三
項
に
規
定
す
る
炭
化
水
素
油
を
い
う
。
）
の
製
造
に
つ
い
て
適
用
す
る
。

（
自
動
車
税
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
七
条
新
法
第
百
四
十
八
条
第
三
項
の
規
定
中
自
動
車
税
の
環
境
性
能
割
に
関
す
る
部
分
は
、
四
号
施
行
日
以
後
に

取
得
さ
れ
た
自
動
車
に
対
し
て
課
す
べ
き
自
動
車
税
の
環
境
性
能
割
に
つ
い
て
適
用
し
、
四
号
施
行
日
前
に
取
得
さ

れ
た
自
動
車
に
対
し
て
課
す
る
自
動
車
税
の
環
境
性
能
割
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

2

新
法
第
百
四
十
八
条
第
三
項
の
規
定
中
自
動
車
税
の
種
別
割
に
関
す
る
部
分
は
、
四
号
施
行
日
の
属
す
る
年
度
分

の
四
号
施
行
日
以
後
に
納
税
義
務
が
発
生
し
た
者
に
課
す
る
自
動
車
税
の
種
別
割
及
び
同
年
度
の
翌
年
度
以
後
の
年

度
分
の
自
動
車
税
の
種
別
割
に
つ
い
て
適
用
し
、
四
号
施
行
日
の
属
す
る
年
度
分
ま
で
の
四
号
施
行
日
前
に
納
税
義

務
が
発
生
し
た
者
に
課
す
る
自
動
車
税
の
種
別
割
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

3

令
和
六
年
四
月
三
十
日
ま
で
に
取
得
さ
れ
た
旧
法
附
則
第
十
二
条
の
二
の
十
三
第
四
項
及
び
第
五
項
に
規
定
す
る

自
動
車
に
対
し
て
課
す
る
自
動
車
税
の
環
境
性
能
割
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

（
市
町
村
民
税
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
八
条
新
法
第
二
百
九
十
二
条
第
一
項
（
第
七
号
及
び
第
九
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
、
第
三
項
及
び
第
四
項
、
第

三
百
十
四
条
の
二
並
び
に
第
三
百
十
七
条
の
二
第
一
項
並
び
に
附
則
第
四
条
第
十
三
項
（
第
一
号
に
係
る
部
分
に
限

る
。
）
、
附
則
第
四
条
の
二
第
十
三
項
（
第
一
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
、
附
則
第
三
十
三
条
の
二
第
七
項
（
第
一
号

に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
、
附
則
第
三
十
三
条
の
一
二
第
七
項
（
第
一
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
、
附
則
第
三
十
四
条
第

六
項
（
第
一
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
、
附
則
第
一
＿
一
十
五
条
第
八
項
（
第
一
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
、
附
則
第
三

十
五
条
の
二
第
八
項
（
第
一
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
及
び
附
則
第
一
二
十
五
条
の
四
第
五
項
（
第
一
号
に
係
る
部
分

に
限
る
。
）
の
規
定
は
、
令
和
八
年
度
以
後
の
年
度
分
の
個
人
の
市
町
村
民
税
に
つ
い
て
適
用
し
、
令
和
七
年
度
分
ま

で
の
個
人
の
市
町
村
民
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

2

令
和
八
年
度
分
の
個
人
の
市
町
村
民
税
に
係
る
申
告
書
の
提
出
に
係
る
新
法
第
三
百
十
七
条
の
二
第
一
項
の
規
定

の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
項
た
だ
し
書
中
「
特
定
親
族
特
別
控
除
額
（
特
定
親
族
（
前
年
の
合
計
所
得
金
額
が
八
十

五
万
円
以
下
で
あ
る
も
の
に
限
る
。
）
に
係
る
も
の
を
除
く
。
）
」
と
あ
る
の
は
、
「
特
定
親
族
特
別
控
除
額
」
と
す
る
。

3

新
法
第
三
百
十
七
条
の
三
の
二
第
一
項
の
規
定
は
、
一
号
施
行
日
以
後
に
支
払
を
受
け
る
べ
き
新
法
第
三
百
十
七

条
の
一
＿
第
一
項
た
だ
し
書
に
規
定
す
る
給
与
に
つ
い
て
提
出
す
る
新
法
第
一
二
百
十
七
条
の
三
の
一
＿
第
一
項
及
び
第
一
―
―

項
の
規
定
に
よ
る
申
告
書
に
つ
い
て
適
用
し
、
一
号
施
行
日
前
に
支
払
を
受
け
る
べ
き
旧
法
第
三
百
十
七
条
の
二
第

一
項
た
だ
し
書
に
規
定
す
る
給
与
に
つ
い
て
提
出
し
た
旧
法
第
一
二
百
十
七
条
の
一
＿
一
の
二
第
一
項
及
び
第
三
項
の
規
定

に
よ
る
申
告
書
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

4

新
法
第
一
二
百
十
七
条
の
一
＿
一
の
三
第
一
項
の
規
定
は
、
一
号
施
行
日
以
後
に
支
払
を
受
け
る
べ
き
公
的
年
金
等
に
つ

い
て
提
出
す
る
同
項
の
規
定
に
よ
る
申
告
書
に
つ
い
て
適
用
し
、
一
号
施
行
日
前
に
支
払
を
受
け
る
べ
き
公
的
年
金

等
に
つ
い
て
提
出
し
た
旧
法
第
三
百
十
七
条
の
一
ー
一
の
＿
―
-
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
申
告
書
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の

例
に
よ
る
。

5

所
得
税
法
等
改
正
法
附
則
第
四
十
四
条
の
規
定
に
よ
り
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
こ
と
と
さ
れ
る
旧
租
税
特
別
措
置

法
第
四
十
二
条
の
十
二
の
六
第
一
項
に
規
定
す
る
認
定
特
定
高
度
情
報
通
信
技
術
活
用
設
備
に
つ
い
て
同
条
第
一
一
項

の
規
定
を
適
用
す
る
場
合
に
お
け
る
旧
法
第
二
百
九
十
二
条
第
一
項
第
四
号
（
旧
租
税
特
別
措
置
法
第
四
十
二
条
の

十
二
の
六
の
規
定
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
及
び
附
則
第
八
条
第
十
二
項
（
同
号
の
規
定
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
の
規

定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

6

所
得
税
法
等
改
正
法
附
則
第
四
十
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
こ
と
と
さ
れ
る
旧
租
税
特

別
措
置
法
第
四
十
二
条
の
十
―
一
の
七
第
四
項
に
規
定
す
る
情
報
技
術
事
業
適
応
設
備
に
つ
い
て
同
項
の
規
定
を
適
用

す
る
場
合
及
び
所
得
税
法
等
改
正
法
附
則
第
四
十
五
条
第
一
一
項
の
規
定
に
よ
り
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
こ
と
と
さ
れ

る
旧
租
税
特
別
措
置
法
第
四
十
二
条
の
十
二
の
七
第
五
項
に
規
定
す
る
事
業
適
応
繰
延
資
産
に
つ
い
て
同
項
の
規
定

を
適
用
す
る
場
合
に
お
け
る
旧
法
第
二
百
九
十
二
条
第
一
項
第
四
号
（
旧
租
税
特
別
措
置
法
第
四
十
二
条
の
十
二
の

七
の
規
定
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
及
び
附
則
第
八
条
第
十
三
項
（
同
号
の
規
定
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
の
規
定
の
適

用
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

（
固
定
資
産
税
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
九
条
別
段
の
定
め
が
あ
る
も
の
を
除
き
、
新
法
の
規
定
中
固
定
資
産
税
に
関
す
る
部
分
は
、
令
和
七
年
度
以
後
の

年
度
分
の
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
適
用
し
、
令
和
六
年
度
分
ま
で
の
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に

よ
る
。

2

令
和
六
年
四
月
一
日
か
ら
附
則
第
一
条
第
六
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
日
の
前
日
ま
で
の
間
に
取
得
さ
れ
た
旧

法
附
則
第
十
五
条
第
二
項
に
規
定
す
る
施
設
又
は
設
備
に
対
し
て
課
す
る
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の

例
に
よ
る
。

3

平
成
三
十
一
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
七
年
―
―
―
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
新
た
に
製
造
さ
れ
、
又
は
改
良
さ
れ
た
旧

法
附
則
第
十
五
条
第
十
二
項
に
規
定
す
る
車
両
に
対
し
て
課
す
る
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ

る。
4

平
成
三
十
年
四
月
一
日
か
ら
附
則
第
一
条
第
五
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
日
の
前

H
ま
で
の
間
に
改
良
さ
れ
た

旧
法
附
則
第
十
五
条
第
二
十
九
項
に
規
定
す
る
特
定
償
却
資
産
に
対
し
て
課
す
る
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
は
、
な
お

従
前
の
例
に
よ
る
。

5

令
和
三
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
七
年
三
月
―
二
十
一
日
ま
で
の
間
に
整
備
さ
れ
た
旧
法
附
則
第
十
五
条
第
三
十
三
項

に
規
定
す
る
対
象
特
定
公
共
施
設
等
の
用
に
供
す
る
土
地
及
び
償
却
資
産
に
対
し
て
課
す
る
固
定
資
産
税
に
つ
い
て

は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

6

特
定
高
度
情
報
通
信
技
術
活
用
シ
ス
テ
ム
の
開
発
供
給
及
び
導
入
の
促
進
に
関
す
る
法
律
（
令
和
二
年
法
律
第
三

十
七
号
）
の
施
行
の
日
か
ら
令
和
七
年
―
―
―
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
新
た
に
取
得
さ
れ
た
旧
法
附
則
第
十
五
条
第
三

十
九
項
に
規
定
す
る
償
却
資
産
に
対
し
て
課
す
る
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

7

令
和
五
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
七
年
三
月
一
―
―
十
一
日
ま
で
の
期
間
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
適
用
期
間
」
と
い

う
。
）
内
に
旧
法
附
則
第
十
五
条
第
四
十
四
項
に
規
定
す
る
中
小
事
業
者
等
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
中
小
事
業
者

等
l

と
い
う
。
）
が
取
得
（
同
条
第
四
十
四
項
に
規
定
す
る
取
得
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
ご
を
し
た
同

条
第
四
十
四
項
に
規
定
す
る
機
械
装
醤
等
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
機
械
装
置
等
」
と
い
う
。
）
（
中
小
事
業
者
等

が
、
同
条
第
四
十
四
項
に
規
定
す
る
リ
ー
ス
取
引
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
リ
ー
ス
取
引
」
と
い
う
。
）
に
係
る
契

約
に
よ
り
機
械
装
置
等
を
引
き
渡
し
て
使
用
さ
せ
る
事
業
を
行
う
者
が
適
用
期
問
内
に
取
得
を
し
た
同
条
第
四
十
四

項
に
規
定
す
る
先
端
設
備
等
に
該
当
す
る
機
械
装
置
等
を
、
適
用
期
間
内
に
リ
ー
ス
取
引
に
よ
り
引
渡
し
を
受
け
た

場
合
に
お
け
る
当
該
機
械
装
置
等
を
含
む
。
）
に
対
し
て
課
す
る
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

8

令
和
―
―
一
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
七
年
―
―
―
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
取
得
さ
れ
、
又
は
改
築
さ
れ
た
旧
法
附
則
第
十

六
条
の
二
第
十
項
に
規
定
す
る
家
屋
に
対
し
て
課
す
る
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

9

令
和
五
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
七
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
取
得
さ
れ
、
又
は
改
築
さ
れ
た
旧
法
附
則
第
十

六
条
の
三
第
十
項
に
規
定
す
る
家
屋
に
対
し
て
課
す
る
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

10

令
和
五
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
七
年
三
月
―
―
-
+
―
日
ま
で
の
間
に
取
得
（
共
有
持
分
の
取
得
を
含
む
。
）
又
は
改
良

が
行
わ
れ
た
旧
法
附
則
第
十
六
条
の
一
＿
一
第
十
一
項
に
規
定
す
る
償
却
資
産
に
対
し
て
課
す
る
固
定
資
産
税
に
つ
い
て

は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

•
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（
軽
自
動
車
税
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
十
条
新
法
第
四
百
四
十
五
条
第
一
＿
一
項
の
規
定
中
軽
自
動
車
税
の
環
境
性
能
割
に
関
す
る
部
分
は
、
四
号
施
行
日
以

後
に
取
得
さ
れ
た
三
輪
以
上
の
軽
自
動
車
に
対
し
て
課
す
べ
き
軽
自
動
車
税
の
環
境
性
能
割
に
つ
い
て
適
用
し
、
四

号
施
行
日
前
に
取
得
さ
れ
た
三
輪
誓
の
軽
自
動
車
に
対
し
て
課
す
る
軽
自
動
車
税
の
環
境
性
能
割
に
つ
い
て
は
、

贔
加
冒
胃
胃
言
鸞
[
〗
〗

[
[
i
J
i

胃
｀
[
〗
[

は
、
四
号
施
行
日
の
属
す
る
年
度
の
前
年
度
）
分
ま
で
の
軽
自
動
車
税
の
種
別
割
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
一

よ
る
。

_
3

新
法
第
四
百
六
十
三
条
の
十
五
第
一
項
（
第
一
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
の
規
定
は
、
令
和
七
年
度
以
後
の
年
度
[

分
の
軽
自
動
車
税
の
種
別
割
に
つ
い
て
適
用
し
、
令
和
六
年
度
分
ま
で
の
軽
自
動
車
税
の
種
別
割
に
つ
い
て
は
、
な

＿

お

従

前

の

例

に

よ

る

。
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8

道
府
県
は
、
令
和
七
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
十
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
取
得
さ
れ
た
自
動
車
に
対
し
て

課
す
べ
き
自
動
車
税
の
環
境
性
能
割
又
は
令
和
七
年
度
か
ら
令
和
九
年
度
ま
で
の
各
年
度
分
の
自
動
車
税
の
種
別

割
に
限
り
、
参
加
国
等
又
は
参
加
国
等
の
代
表
等
が
取
得
し
、
又
は
所
有
す
る
自
動
車
で
政
令
で
定
め
る
も
の
に

対
し
て
は
、
第
百
四
十
六
条
第
一
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
自
動
車
税
の
環
境
性
能
割
又
は
種
別
割
を
課
す
る

こ
と
が
で
き
な
い
。

9

市
町
村
は
、
令
和
七
年
度
か
ら
令
和
十
年
度
ま
で
の
各
年
度
分
の
固
定
資
産
税
又
は
都
市
計
画
税
に
限
り
、
博

覧
会
協
会
、
参
加
国
等
若
し
く
は
参
加
者
が
博
覧
会
の
会
場
内
に
お
い
て
博
覧
会
の
用
に
供
す
る
家
屋
及
び
償
却

資
産
で
政
令
で
定
め
る
も
の
若
し
く
は
第
一
二
百
四
十
三
条
第
七
項
に
規
定
す
る
仮
使
用
地
（
以
下
こ
の
項
に
お
い

て
「
仮
使
用
地
」
と
い
う
。
）
又
は
博
覧
会
協
会
が
博
覧
会
の
会
場
の
周
辺
に
お
け
る
交
通
を
確
保
す
る
た
め
に
供

す
る
家
屋
及
び
償
却
資
産
若
し
く
は
仮
使
用
地
に
対
し
て
は
、
第
三
百
四
十
二
条
、
第
三
百
四
十
三
条
第
七
項
又

は
第
七
百
二
条
第
一
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
固
定
資
産
税
又
は
都
市
計
画
税
を
課
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。

10

市
町
村
は
、
令
和
七
年
度
か
ら
令
和
十
年
度
ま
で
の
各
年
度
分
の
固
定
資
産
税
又
は
都
市
計
画
税
に
限
り
、
博

覧
会
協
会
と
の
間
に
家
屋
及
び
償
却
資
産
を
博
覧
会
協
会
に
貸
し
付
け
る
こ
と
を
内
容
と
す
る
契
約
を
締
結
し
た

者
が
、
当
該
契
約
に
基
づ
き
博
覧
会
協
会
に
貸
し
付
け
る
家
屋
及
び
償
却
資
産
（
博
覧
会
の
用
に
供
さ
れ
る
家
屋

及
び
償
却
資
産
で
政
令
で
定
め
る
も
の
で
あ
っ
て
、
博
覧
会
協
会
に
貸
し
付
け
て
い
る
こ
と
に
つ
き
総
務
省
令
で

定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
証
明
が
さ
れ
た
も
の
に
限
る
。
）
に
対
し
て
は
、
第
三
百
四
十
二
条
又
は
第
七
百
二
条
第
一

項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
固
定
資
産
税
又
は
都
市
計
画
税
を
課
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。

11

市
町
村
は
、
令
和
七
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
十
年
―
―
―
月
一
二
十
一
日
ま
で
の
間
に
取
得
さ
れ
た
一
二
輪
以
上
の
軽
自

動
車
に
対
し
て
課
す
べ
き
軽
自
動
車
税
の
環
境
性
能
割
又
は
令
和
七
年
度
か
ら
令
和
九
年
度
ま
で
の
各
年
度
分
の

軽
自
動
車
税
の
種
別
割
に
限
り
、
参
加
国
等
又
は
参
加
国
等
の
代
表
等
が
取
得
す
る
三
輪
以
上
の
軽
自
動
車
又
は

所
有
す
る
軽
自
動
車
等
で
政
令
で
定
め
る
も
の
に
対
し
て
は
、
第
四
百
四
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、

軽
自
動
車
税
の
環
境
性
能
割
又
は
種
別
割
を
課
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。

12

指
定
都
市
等
は
、
博
覧
会
の
会
場
内
に
お
い
て
設
置
さ
れ
る
参
加
国
等
又
は
参
加
者
が
博
覧
会
に
関
し
て
行
う

事
業
で
政
令
で
定
め
る
も
の
の
用
に
供
す
る
施
設
に
係
る
事
業
所
等
（
第
七
百
一
条
の
一
―
-
+
―
第
一
項
第
五
号
に

規
定
す
る
事
業
所
等
を
い
う
。
）
に
お
い
て
行
う
事
業
に
対
し
て
は
、
令
和
十
一
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
に
終
了
す

る
事
業
年
度
分
に
限
り
、
第
七
百
一
条
の
三
十
二
第
一
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
事
業
所
税
を
課
す
る
こ
と
が

で
き
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
は
、
第
七
百
一
条
の
三
十
四
第
六
項
の
規
定
を
準
用
す
る
。

13

前
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
お
け
る
第
七
百
一
条
の
四
十
三
第
一
項
及
び
第
二
項
の
規
定
の
適
用
に
つ

い
て
は
、
こ
れ
ら
の
規
定
中
「
第
七
百
一
条
の
三
十
四
」
と
あ
り
、
及
び
「
同
条
」
と
あ
る
の
は
、
「
第
七
百
一
条

の
三
十
四
又
は
附
則
第
七
十
八
条
第
十
二
項
」
と
す
る
。

14

第
一
一
項
か
ら
前
項
ま
で
の
規
定
の
道
用
を
受
け
る
者
の
認
定
の
手
続
そ
の
他
こ
れ
ら
の
規
定
の
適
用
に
関
し
必

要
な
事
項
は
、
政
令
で
定
め
る
。

（
地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
一
部
改
正
）

第
二
条
地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
六
年
法
律
第
四
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

附
則
第
一
条
第
四
号
中
「
第
一
＿
一
項
l

を
「
第
四
項
」
に
改
め
、
同
条
第
十
号
中
「
附
則
第
八
条
第
四
項
」
を
「
附

則
第
八
条
第
五
項
」
に
改
め
る
。

附
則
第
五
条
中
「
附
則
第
八
条
第
四
項
」
を
「
附
則
第
八
条
第
五
項
」
に
改
め
る
。

附
則
第
八
条
第
一
項
中
「
及
び
第
三
項
」
を
「
か
ら
第
四
項
ま
で
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中
「
又
は
同
号
口
」

を
「
若
し
く
は
同
号
口
」
に
改
め
、
「
有
し
な
い
も
の
」
の
下
に
「
又
は
前
事
業
年
度
に
こ
の
項
の
規
定
の
適
用
を
受

け
た
法
人
（
八
年
新
法
第
七
十
二
条
の
二
第
一
項
第
一
号
口
（
八
年
新
法
附
則
第
八
条
の
三
の
一
―
一
の
規
定
に
よ
り
読

み
替
え
て
適
用
す
る
場
合
を
除
く
。
）
に
規
定
す
る
所
得
等
課
税
法
人
以
外
の
法
人
で
資
本
金
の
額
若
し
く
は
出
資
金

の
額
が
一
億
円
以
下
の
も
の
又
は
同
号
口
に
規
定
す
る
所
得
等
課
税
法
人
以
外
の
法
人
で
資
本
若
し
く
は
出
資
を
有

し
な
い
も
の
に
限
る
。
）
」
を
加
え
、
同
条
第
三
項
中
「
法
人
」
の
下
に
「
（
地
方
税
法
及
び
地
方
税
法
等
の
一
部
を
改

正
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
七
年
法
律
第
七
号
）
第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
地
方
税
法
（
次

項
に
お
い
て
「
令
和
七
年
改
正
後
の
地
方
税
法
」
と
い
う
。
）
附
則
第
九
条
の
二
の
二
第
一
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る

法
人
を
除
く
。
）
」
を
加
え
、
同
条
第
四
項
を
同
条
第
五
項
と
し
、
同
条
第
一
二
項
の
次
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

4

第
―
―
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
法
人
（
令
和
七
年
改
正
後
の
地
方
税
法
附
則
第
九
条
の
一
一
の
―
―
第
一
項
の
規
定

の
適
用
が
あ
る
法
人
に
限
る
。
）
に
対
す
る
八
年
新
法
第
七
十
二
条
の
二
十
四
の
十
一
第
五
項
の
規
定
の
適
用
に
つ

い
て
は
、
令
和
七
年
改
正
後
の
地
方
税
法
附
則
第
九
条
の
二
の
二
第
三
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
八
年
新
法
第

七
十
二
条
の
二
十
四
の
十
一
第
五
項
中
「
及
び
第
一
項
」
と
あ
る
の
は
「
、
第
一
項
及
び
附
則
第
九
条
の
二
の
一
―

第
一
項
の
規
定
並
び
に
地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
六
年
法
律
第
四
号
）
附
則
第
八
条
第
二
項
]

と
、
「
同
条
第
一
項
l

と
あ
る
の
は
「
同
項
]
と
‘
「
次
に
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
」
と
あ
る
の
は
「
次
に
附
則
第
九

条
の
一
一
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
控
除
、
前
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
控
除
及
び
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
控
除

の
順
序
に
」
と
す
る
。

~
~
・

~
~
'
~
J

附

則

＇

（
施
行
期
日
）

第
一
条
こ
の
法
律
は
、
令
和
七
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
規
定
は
、
当
該
各
号
一

に
定
め
る
日
か
ら
施
行
す
る
。

一
第
一
条
中
地
方
税
法
第
二
十
三
条
第
一
項
第
七
号
及
び
第
九
号
の
改
正
規
面
吋
ー
同
知
郷
四
項
ざ
詞
凶
印
四
臼
憫
ど

す
る
改
正
規
定
、
同
条
第
三
項
の
改
正
規
定
、
同
項
を
同
条
第
四
項
と
す
る
改
正
規
定
、
同
条
第
二
項
の
次
に
一

項
を
加
え
る
改
正
規
定
、
同
法
第
三
十
四
条
、
第
四
十
五
条
の
一
＿
第
一
項
、
第
四
十
五
条
の
三
の
二
第
一
項
第
三

号
、
第
四
十
五
条
の
一
＿
一
の
三
第
一
項
、
第
七
十
二
条
の
五
十
第
二
項
並
び
に
第
二
百
九
十
二
条
第
一
項
第
七
号
及

び
第
九
号
の
改
正
規
定
、
同
条
第
四
項
を
同
条
第
五
項
と
す
る
改
正
規
定
、
同
条
第
一
＝
項
の
改
正
規
定
、
同
項
を

同
条
第
四
項
と
す
る
改
正
規
定
、
同
条
第
二
項
の
次
に
一
項
を
加
え
る
改
正
規
定
並
び
に
同
法
第
三
百
十
四
条
の

―
-
、
第
三
百
十
七
条
の
一
＿
第
一
項
、
第
三
百
十
七
条
の
一
＿
一
の
二
第
一
項
第
三
号
及
び
第
三
百
十
七
条
の
一
＿
一
の
三
第

一
項
の
改
正
規
定
並
び
に
同
法
附
則
第
四
条
第
七
項
第
一
号
及
び
第
十
三
項
第
一
号
、
第
四
条
の
二
第
七
項
第
一

号
及
び
第
十
一
＿
一
項
第
一
号
、
第
一
二
十
三
条
の
二
第
一
＿
一
項
第
一
号
及
び
第
七
項
第
一
号
、
第
一
一
一
十
三
条
の
二
の
二
第

二
項
、
第
三
十
三
条
の
三
第
一
＿
一
項
第
一
号
及
び
第
七
項
第
一
号
、
第
一
二
十
四
条
第
三
項
第
一
号
及
び
第
六
項
第
一

号
、
第
三
十
五
条
第
四
項
第
一
号
及
び
第
八
項
第
一
号
、
第
一
―
―
十
五
条
の
二
第
四
項
第
一
号
及
び
第
八
項
第
一
号
、

第
三
十
五
条
の
一
＿
一
の
四
第
三
項
、
第
一
二
十
五
条
の
四
第
二
項
第
一
号
及
び
第
五
項
第
一
号
並
び
に
第
四
十
四
条
の

―
一
の
改
正
規
定
並
び
に
次
条
第
一
項
か
ら
第
四
項
ま
で
並
び
に
附
則
第
八
条
第
二
項
か
ら
第
四
項
ま
で
、
第
十
九

条
及
び
第
二
十
条
の
規
定
令
和
八
年
一
月
一
日

二
第
一
条
中
地
方
税
法
第
二
十
三
条
第
一
項
第
四
号
イ
の
改
正
規
定
（
「
第
三
項
、
第
四
項
及
び
第
七
項
を
除
く
。
）
、

第
四
十
二
条
の
十
二
の
七
（
第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
、
第
十
三
項
か
ら
第
十
五
項
ま
で
及
び
第
二
十
三
項
」
を

「
第
九
項
か
ら
第
十
一
項
ま
で
及
び
第
十
九
項
」
に
改
め
る
部
分
を
除
く
。
）
、
同
号
口
の
改
正
規
定
（
「
、
第
四
十

二
条
の
十
二
の
六
（
第
一
項
、
第
三
項
、
第
四
項
及
び
第
七
項
を
除
く
。
）
及
び
第
四
十
二
条
の
十
二
の
七
（
第
一

項
か
ら
第
三
項
ま
で
、
第
十
三
項
か
ら
第
十
五
項
ま
で
及
び
第
二
十
三
項
」
を
「
及
び
第
四
十
二
条
の
十
―
一
の
六

（
第
一
項
、
第
九
項
か
ら
第
十
一
項
ま
で
及
び
第
十
九
項
j

に
改
め
る
部
分
を
除
く
。
）
、
同
法
第
五
十
三
条
第
一

項
及
び
第
七
十
二
条
の
四
十
九
の
二
の
改
正
規
定
、
同
法
第
一
＿
百
九
十
二
条
第
一
項
第
四
号
イ
の
改
正
規
定
（
「
第

三
項
、
第
四
項
及
び
第
七
項
を
除
く
。
）
、
第
四
十
二
条
の
十
―
一
の
七
（
第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
、
第
十
三
項
か

ら
第
十
五
項
ま
で
及
び
第
二
十
三
項
」
を
「
第
九
項
か
ら
第
十
一
項
ま
で
及
び
第
十
九
項
」
に
改
め
る
部
分
を
除

く
。
）
、
同
号
口
の
改
正
規
定
（
「
、
第
四
十
二
条
の
十
―
一
の
六
（
第
一
項
、
第
三
項
、
第
四
項
及
び
第
七
項
を
除
く
。
）

及
び
第
四
十
―
一
条
の
十
二
の
七
（
第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
、
第
十
三
項
か
ら
第
十
五
項
ま
で
及
び
第
二
十
三
項
」

を
「
及
び
第
四
十
二
条
の
十
二
の
六
（
第
一
項
、
第
九
項
か
ら
第
十
一
項
ま
で
及
び
第
十
九
項
」
に
改
め
る
部
分

を
除
く
。
）
並
び
に
同
法
第
三
百
二
十
一
条
の
八
第
一
項
の
改
正
規
定
並
び
に
同
法
附
則
第
八
条
の
二
の
一
＿
第
一
項

及
び
第
四
項
の
改
正
規
定
（
「
第
百
四
十
五
条
の
五
」
を
「
第
百
四
十
五
条
の
十
―
―
-
」
に
改
め
る
部
分
に
限
る
。
）
、

同
法
附
則
第
十
二
条
の
二
の
二
か
ら
第
十
二
条
の
二
の
五
ま
で
を
削
り
、
同
法
附
則
第
十
二
条
の
二
を
同
法
附
則

第
十
二
条
の
一
一
の
二
と
し
、
同
条
の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
改
正
規
定
、
同
法
附
則
第
十
二
条
の
次
に
一
条
を

加
え
る
改
正
規
定
並
び
に
同
法
附
則
第
三
十
条
の
二
の
次
に
一
条
を
加
え
る
改
正
規
定
並
び
に
附
則
第
三
条
第
二

項
、
第
五
条
及
び
第
十
一
条
の
規
定
令
和
八
年
四
月
一
日

三
第
一
条
中
地
方
税
法
第
七
百
四
十
七
条
の
二
第
一
項
、
第
七
百
四
十
七
条
の
四
の
前
の
見
出
し
、
同
条
及
び
第

七
百
四
十
七
条
の
五
の
改
正
規
定
、
同
条
の
次
に
一
条
を
加
え
る
改
正
規
定
並
び
に
同
法
第
七
百
四
十
七
条
の
十

三
及
び
第
七
百
六
十
二
条
第
二
号
口
図
の
改
正
規
定
並
び
に
附
則
第
十
四
条
の
規
定
令
和
九
年
四
月
一
日
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等
対
象
期
間
内
に
改
良
さ
れ
た
車
両
で
政
令
で
定
め
る
も
の
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
改
良
車
両
」
と
い
う
。
）
」
一

に
、
「
改
良
さ
れ
た
車
両
に
」
を
「
改
良
車
両
に
」
に
、
「
当
該
車
両
の
」
を
「
当
該
改
良
車
両
の
」
に
、
「
の
三
分
の
ニ
―

（
総
務
省
令
で
定
め
る
小
規
模
な
鉄
道
事
業
者
等
が
製
造
等
対
象
期
間
内
に
新
た
に
製
造
さ
れ
た
車
両
で
政
令
で
定

め
る
も
の
を
取
得
し
て
、
若
し
く
は
取
得
し
た
後
に
当
該
車
両
を
他
の
者
に
譲
渡
し
、
当
該
者
か
ら
当
該
車
両
を
賃

借
し
て
、
こ
れ
を
事
業
の
用
に
供
す
る
場
合
又
は
製
造
等
対
象
期
間
内
に
改
良
さ
れ
た
車
両
で
政
令
で
定
め
る
も
の

を
事
業
の
用
に
供
す
る
場
合
に
は
、
こ
れ
ら
の
車
両
に
係
る
固
定
資
産
税
の
課
税
標
準
と
な
る
べ
き
価
格
の
五
分
の

三
）
の
」
を
「
に
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
割
合
を
乗
じ
て
得
た
」
に
改

め
、
同
項
に
次
の
各
号
を
加
え
る
。

一
総
務
省
令
で
定
め
る
小
規
模
な
鉄
道
事
業
者
等
が
新
造
車
両
の
取
得
等
を
し
て
こ
れ
を
事
業
の
用
に
供
す
る

場
合
又
は
改
良
車
両
を
事
業
の
用
に
供
す
る
場
合
五
分
の
三

―
―
前
号
に
規
定
す
る
鉄
道
事
業
者
等
以
外
の
鉄
道
事
業
者
等
が
新
造
車
両
の
取
得
等
を
し
て
こ
れ
を
事
業
の
用

に
供
す
る
場
合
三
分
の
二

三
第
一
号
に
規
定
す
る
鉄
道
事
業
者
等
以
外
の
鉄
道
事
業
者
等
が
改
良
車
両
を
事
業
の
用
に
供
す
る
場
合
四

分
の
三

附
則
第
十
五
条
第
十
三
項
中
「
令
和
七
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
十
二
年
一
＿
一
月
三
十
一
日
」
に
改
め
、
同
条

第
十
五
項
及
び
第
十
七
項
中
「
令
和
七
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
九
年
一
＿
一
月
一
二
十
一
日
j

に
改
め
、
同
条
第
十

九
項
中
「
令
和
六
年
度
」
を
「
令
和
八
年
度
」
に
改
め
、
同
条
第
二
十
項
中
「
令
和
七
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令

和
九
年
三
月
―
―
-
+
―
日
」
に
改
め
、
同
条
第
二
十
一
項
中
「
あ
っ
て
は
、
」
を
「
あ
っ
て
は
」
に
、
「
部
分
に
限
り
」
を

「
部
分
に
限
る
も
の
と
し
」
に
改
め
、
同
条
第
二
十
四
項
、
第
二
十
六
項
及
び
第
二
十
七
項
中
「
令
和
七
年
三
月
三

十
一
日
」
を
「
令
和
九
年
一
―
―
月
一
二
十
一
日
j

に
改
め
、
同
条
第
二
十
九
項
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

29

港
湾
法
第
二
条
第
二
項
に
規
定
す
る
国
際
戦
略
港
湾
、
同
項
に
規
定
す
る
国
際
拠
点
港
湾
又
は
同
項
に
規
定
す

る
重
要
港
湾
に
お
い
て
、
港
湾
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
七
年
法
律
第
号
）
の
施
行
の
日
か

ら
令
和
十
一
年
―
―
一
月
一
―
-
+
―
日
ま
で
の
間
に
新
た
に
取
得
さ
れ
、
又
は
改
良
さ
れ
た
港
湾
法
第
五
十
一
条
の
九
第

三
項
第
一
号
に
規
定
す
る
協
定
特
定
港
湾
施
設
（
政
府
の
補
助
で
総
務
省
令
で
定
め
る
も
の
を
受
け
て
作
成
さ
れ

た
同
条
第
一
項
に
規
定
す
る
公
表
協
働
防
護
計
画
に
定
め
ら
れ
た
同
項
に
規
定
す
る
最
適
化
事
業
の
実
施
主
体
が

締
結
し
た
同
項
に
規
定
す
る
協
働
防
護
協
定
に
定
め
ら
れ
た
も
の
に
限
る
。
）
で
政
令
で
定
め
る
も
の
の
用
に
供
す

l
 

る
償
却
資
産
（
改
良
さ
れ
た
償
却
資
産
に
あ
っ
て
は
、
当
該
償
却
資
産
の
当
該
改
良
さ
れ
た
部
分
に
限
る
。
以
下

こ
の
項
に
お
い
て
「
特
定
償
却
資
産
」
と
い
う
。
）
に
対
し
て
課
す
る
固
定
資
産
税
の
課
税
標
準
は
、
第
三
百
四
十

九
条
の
―
一
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
該
特
定
償
却
資
産
に
対
し
て
新
た
に
固
定
資
産
税
が
課
さ
れ
る
こ
と
と
な

っ
た
年
度
か
ら
五
年
度
分
の
固
定
資
産
税
に
限
り
、
当
該
特
定
償
却
資
産
に
係
る
固
定
資
産
税
の
課
税
標
準
と
な

る
べ
き
価
格
に
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
特
定
償
却
資
産
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
割
合
を
乗
じ
て
得

た
額
と
す
る
。

一
特
定
償
却
資
産
で
当
該
特
定
償
却
資
産
の
存
す
る
港
湾
の
港
湾
法
第
二
条
第
三
項
に
規
定
す
る
港
湾
区
域
が

同
条
第
八
項
に
規
定
す
る
開
発
保
全
航
路
の
区
域
（
同
法
第
五
十
五
条
の
三
の
四
に
規
定
す
る
国
土
交
通
省
令

ー
で
定
め
る
区
域
に
限
る
。
）
又
は
同
法
第
五
十
五
条
の
三
の
五
第
一
項
に
規
定
す
る
緊
急
確
保
航
路
の
区
域
に
隣

接
す
る
も
の
二
分
の
一

3
 
F

二
前
号
に
掲
げ
る
特
定
償
却
資
産
以
外
の
特
定
償
却
資
産
六
分
の
五

3
一
附
則
第
十
五
条
第
一
二
十
項
中
「
令
和
七
年
三
月
三
十
一
日
」
を
＿
令
和
十
年
―
―
一
月
一
―
-
+
―
日
」
に
改
め
、
同
条
第
一

年
三
十
二
項
中
「
令
和
七
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
九
年
三
月
三
十
一
日
」
に
改
め
、
同
条
第
三
十
三
項
を
削
り
、

7

同
条
第
三
十
四
項
中
「
令
和
七
年
三
月
一
二
十
一
日
」
を
「
令
和
九
年
三
月
三
十
一
日
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
一
―
―

ロ
十
三
項
と
し
、
同
条
第
三
十
五
項
中
「
令
和
七
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
九
年
一
―
―
月
一
二
十
一
日
」
に
改
め
、
同
一

禾令
項
を
同
条
第
三
十
四
項
と
し
、
同
条
中
第
三
十
六
項
を
第
三
十
五
項
と
し
、
第
一
―
―
十
七
項
を
第
三
十
六
項
と
し
、
第
i

三
十
八
項
を
第
一
―
―
十
七
項
と
し
、
同
条
第
三
十
九
項
中
「
者
が
」
の
下
に
「
令
和
七
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
九
年
―
―
―

月
一
―
-
+
―
日
ま
で
の
間
に
」
を
加
え
、
「
の
施
行
の
日
か
ら
令
和
七
年
三
月
一
―
-
+
―
日
ま
で
の
間
に
同
法
」
を
削
り
、
「
基
一

づ
き
新
た
に
取
得
し
た
当
該
免
許
に
係
る
無
線
通
信
の
業
務
の
用
に
供
す
る
」
を
「
従
っ
て
実
施
さ
れ
る
同
法
第
九

条
第
一
項
に
規
定
す
る
特
定
高
度
情
報
通
信
技
術
活
用
シ
ス
テ
ム
の
導
入
（
同
法
第
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
特
定
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高
度
に
早
認
を
を
削
な
役
十
項
同
条
月
三「令

四
第
ま
で
条
の（以

が
記
―一条
月
一
新
た
に
改
え
る
5
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附
則
第
十
五
条
の
二
第
二
項
中
「
若
し
く
は
第
二
十
六
項
」
を
「
、
第
二
十
六
項
若
し
く
は
第
四
十
五
項
」
に
改

め
る
。附
則
第
十
五
条
の
八
第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
の
規
定
中
「
令
和
七
年
三
月
二
十
一
日
」
を
「
令
和
九
年
三
月
三

十
一
日
」
に
改
め
る
。

9
'

附
則
第
十
五
条
0
五
竺
一
第
一
瑣
中
「
恒
項
に
規
定
す
る
管
理
組
合
び
’
管
理
者
等
」
を
＿
管
理
~
者
等
ー
，
国
同
項
ば
規

定
す
る
管
理
組
合
の
管
理
者
等
を
い
う
。
第
三
項
及
び
第
四
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
」
に
、
「
令
和
七
年
三
月
三
十
一
日
」

を
「
令
和
九
年
―
―
一
月
三
十
一
日
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
中
「
前
項
」
を
「
第
二
項
」
に
改
め
、
「
後
に
」
の
下
に
「
同

項
の
納
税
義
務
者
か
ら
」
を
、
「
場
合
」
の
下
に
「
又
は
当
該
期
間
の
経
過
後
に
管
理
者
等
か
ら
同
項
の
書
類
の
提
出

が
さ
れ
た
場
合
」
を
、
「
当
該
申
告
書
」
の
下
に
「
又
は
当
該
書
類
」
を
加
え
、
同
項
を
同
条
第
四
項
と
し
、
同
条
第

二
項
の
次
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

3

市
町
村
長
は
、
特
定
マ
ン
シ
ョ
ン
に
係
る
区
分
所
有
に
係
る
家
屋
に
つ
い
て
は
、
前
項
の
申
告
書
の
提
出
が
な

か
っ
た
場
合
に
お
い
て
も
、
管
理
者
等
か
ら
同
項
に
規
定
す
る
期
間
内
に
同
項
の
書
類
の
提
出
が
さ
れ
、
か
つ
、

当
該
特
定
マ
ン
シ
ョ
ン
が
第
一
項
に
規
定
す
る
要
件
に
該
当
す
る
と
認
め
ら
れ
る
と
き
は
、
前
項
の
規
定
に
か
か

わ
ら
ず
、
第
一
項
の
規
定
を
適
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

~
~
^
ム
£
'

附
則
第
十
六
条
の
―
一
及
び
第
十
六
条
の
三
を
削
る
。

附
則
第
十
六
条
の
四
第
一
項
中
「
第
三
百
四
十
九
条
の
三
の
三
第
一
項
に
規
定
す
る
被
災
市
街
地
復
興
推
進
地
域

の
区
域
内
に
あ
る
も
の
を
除
く
。
」
を
削
り
、
「
令
和
五
年
度
又
は
令
和
六
年
度
」
を
「
令
和
七
年
度
又
は
令
和
八
年
度
」

に
、
「
令
和
五
年
度
分
又
は
令
和
六
年
度
分
」
を
「
令
和
七
年
度
分
又
は
令
和
八
年
度
分
」
に
、
「
附
則
第
十
六
条
の
四
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「
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
軍
隊
（
同
協
定
第
一
条
団
に
規
定
す
る
訪
問
部
隊
と
し
て
日
本
国
内
に
所
在
す
る
オ
ー
ス
ト
ラ

リ
ア
」
を
「
締
約
国
軍
隊
（
当
該
円
滑
化
協
定
に
基
づ
い
て
、
我
が
国
の
同
意
を
得
て
、
我
が
国
及
び
当
該
締
約
国

が
相
互
に
決
定
し
て
実
施
す
る
活
動
に
関
連
し
て
国
内
（
こ
の
法
律
の
施
行
地
を
い
う
。
）
に
所
在
す
る
当
該
締
約
国
」

に
改
め
る
。

第
百
四
十
四
条
の
六
の
二
及
び
第
百
四
十
四
条
の
三
十
二
第
九
項
中
「
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
軍
隊
」
を
「
締
約
国
軍

隊
]
に
改
め
る
。

第
百
四
十
四
条
の
三
十
三
第
五
項
第
一
号
及
び
第
百
四
十
四
条
の
一
―
―
十
七
第
一
項
第
五
号
中
「
に
よ
る
」
を
「
に

違
反
し
て
、
帳
簿
を
備
え
ず
、
若
し
く
は
」
に
改
め
る
。

第
百
四
十
八
条
第
一
二
項
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

3

道
府
県
は
、
締
約
国
軍
隊
（
円
滑
化
協
定
（
我
が
国
の
自
衛
隊
と
我
が
国
以
外
の
締
約
国
の
軍
隊
と
の
間
に
お

け
る
相
互
の
ア
ク
セ
ス
及
び
協
力
の
円
滑
化
に
関
す
る
我
が
国
と
当
該
締
約
国
と
の
間
の
条
約
そ
の
他
の
国
際
約

束
で
あ
つ
て
我
が
国
の
租
税
の
免
除
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
定
め
る
も
の
の
う
ち
政
令
で
定
め
る
も
の
を
い

う
。
）
に
基
づ
い
て
、
我
が
国
の
同
意
を
得
て
、
我
が
国
及
び
当
該
締
約
国
が
相
互
に
決
定
し
て
実
施
す
る
活
動
に

関
連
し
て
国
内
（
こ
の
法
律
の
施
行
地
を
い
う
。
）
に
所
在
す
る
当
該
締
約
国
の
軍
隊
を
い
う
。
）
が
所
有
す
る
自
動

車
の
う
ち
公
用
に
供
す
る
も
の
に
対
し
て
は
、
自
動
車
税
を
課
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。

第
二
百
九
十
二
条
第
一
項
第
四
号
イ
中
「
対
象
会
計
年
度
を
い
う
l

の
下
に
「
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
l

を
加
え
、
「
第
八
十
二
条
の
一
＿
第
一
項
」
を
「
第
八
十
二
条
の
三
第
一
項
」
に
改
め
、
「
法
人
税
の
額
j

の
下
に
「
、
各

対
象
会
計
年
度
の
国
際
最
低
課
税
残
余
額
（
同
法
第
八
十
二
条
の
十
一
第
一
項
に
規
定
す
る
国
際
最
低
課
税
残
余
額

を
い
う
。
）
に
対
す
る
法
人
税
の
額
及
び
各
対
象
会
計
年
度
の
国
内
最
低
課
税
額
（
同
法
第
八
十
二
条
の
十
九
第
一
項

に
規
定
す
る
国
内
最
低
課
税
額
を
い
う
。
）
に
対
す
る
法
人
税
の
額
j

を
加
え
、
「
第
三
項
、
第
四
項
及
び
第
七
項
を
除

く
。
）
、
第
四
十
二
条
の
十
二
の
七
（
第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
、
第
十
三
項
か
ら
第
十
五
項
ま
で
及
び
第
二
十
三
項
」

を
「
第
九
項
か
ら
第
十
一
項
ま
で
及
び
第
十
九
項
」
に
改
め
、
同
号
口
中
「
法
人
税
額
」
の
下
に
「
（
各
対
象
会
計
年

度
の
国
際
最
低
課
税
残
余
額
（
法
人
税
法
第
百
四
十
五
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
国
際
最
低
課
税
残
余
額
を
い

う
。
）
に
対
す
る
法
人
税
の
額
及
び
各
対
象
会
計
年
度
の
国
内
最
低
課
税
額
（
同
法
第
百
四
十
五
条
の
六
第
一
項
に
規

定
す
る
国
内
最
低
課
税
額
を
い
う
。
）
に
対
す
る
法
人
税
の
額
を
除
く
。
）
」
を
加
え
、
「
、
第
四
十
二
条
の
十
二
の
六
（
第

一
項
、
第
三
項
、
第
四
項
及
び
第
七
項
を
除
く
。
）
及
び
第
四
十
二
条
の
十
二
の
七
（
第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
、
第

十
三
項
か
ら
第
十
五
項
ま
で
及
び
第
二
十
三
項
」
を
「
及
び
第
四
十
二
条
の
十
二
の
六
（
第
一
項
、
第
九
項
か
ら
第

十
一
項
ま
で
及
び
第
十
九
項
」
に
改
め
、
同
項
第
七
号
及
び
第
九
号
中
「
四
十
八
万
円
」
を
「
五
十
八
万
円
」
に
改

め
、
同
条
第
四
項
を
同
条
第
五
項
と
し
、
同
条
第
三
項
中
「
扶
養
親
族
」
の
下
に
「
又
は
特
定
親
族
」
を
加
え
、
同

項
を
同
条
第
四
項
と
し
、
同
条
第
二
項
の
次
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

3

市
町
村
民
税
の
納
税
義
務
者
の
配
偶
者
が
そ
の
納
税
義
務
者
の
第
一
＿
一
百
十
四
条
の
二
第
一
項
第
十
号
の
一
一
に
規

定
す
る
生
計
を
一
に
す
る
配
偶
者
に
該
当
し
、
か
つ
、
他
の
市
町
村
民
税
の
納
税
義
務
者
の
特
定
親
族
（
同
項
第

十
二
号
に
規
定
す
る
特
定
親
族
を
い
う
。
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
も
該
当
す
る
場
合
に
は
、
そ
の
配
偶
者
は
、

政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
こ
れ
ら
の
う
ち
い
ず
れ
か
一
に
の
み
該
当
す
る
も
の
と
み
な
す
。

第
二
百
九
十
四
条
第
七
項
中
「
マ
ン
シ
ョ
ン
建
替
組
合
、
マ
ン
シ
ョ
ン
敷
地
売
却
組
合
」
を
「
マ
ン
シ
ョ
ン
再
生

組
合
、
マ
ン
シ
ョ
ン
等
売
却
組
合
、
マ
ン
シ
ョ
ン
除
却
組
合
」
に
改
め
る
。

第
三
百
十
四
条
の
二
第
一
項
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

十
二
自
己
と
生
計
を
一
に
す
る
年
齢
十
九
歳
以
上
二
十
三
歳
未
満
の
親
族
（
自
己
の
配
偶
者
を
除
く
。
）
及
び
児

童
福
祉
法
第
二
十
七
条
第
一
項
第
一
二
号
の
規
定
に
よ
り
同
法
第
六
条
の
四
に
規
定
す
る
里
親
に
委
託
さ
れ
た
児

童
（
第
三
百
十
―
―
一
条
第
三
項
に
規
定
す
る
青
色
事
業
専
従
者
に
該
当
す
る
も
の
で
同
項
に
規
定
す
る
給
与
の
支

払
を
受
け
る
も
の
及
び
同
条
第
四
項
に
規
定
す
る
事
業
専
従
者
に
該
当
す
る
も
の
を
除
き
、
前
年
の
合
計
所
得

金
額
が
百
二
十
三
万
円
以
下
で
あ
る
も
の
に
限
る
。
）
で
控
除
対
象
扶
養
親
族
に
該
当
し
な
い
も
の
（
以
下
こ
の

節
に
お
い
て
「
特
定
親
族
」
と
い
う
。
）
を
有
す
る
所
得
割
の
納
税
義
務
者
（
そ
の
特
定
親
族
が
前
号
又
は
こ
の

号
に
規
定
す
る
所
得
割
の
納
税
義
務
者
と
し
て
こ
れ
ら
の
規
定
の
適
用
を
受
け
て
い
る
も
の
を
除
く
。
）
各
特

定
親
族
に
つ
き
当
該
特
定
親
族
の
次
に
掲
げ
る
区
分
に
応
じ
＂
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
金
額

イ
前
年
の
合
計
所
得
金
額
が
九
十
五
万
円
以
下
で
あ
る
特
定
親
族
四
十
五
万
円

口
前
年
の
合
計
所
得
金
額
が
九
十
五
万
円
を
超
え
百
十
五
万
円
以
下
で
あ
る
特
定
親
族
六
十
三
万
円
か
ら

当
該
特
定
親
族
の
前
年
の
合
計
所
得
金
額
の
う
ち
八
十
四
万
一
円
を
超
え
る
部
分
の
金
額
に
二
を
乗
じ
た
金

額
（
当
該
乗
じ
た
金
額
が
十
万
円
の
整
数
倍
の
金
額
か
ら
八
万
円
を
控
除
し
た
金
額
で
な
い
と
き
は
P

十
万

円
の
整
数
倍
の
金
額
か
ら
八
万
円
を
控
除
し
た
金
額
で
当
該
乗
じ
た
金
額
に
満
た
な
い
も
の
の
う
ち
最
も
多

い
金
額
と
す
る
。
）
を
控
除
し
た
金
額

ハ
前
年
の
合
計
所
得
金
額
が
百
十
五
万
円
を
超
え
百
―
―
十
万
円
以
下
で
あ
る
特
定
親
族
六
万
円

二
前
年
の
合
計
所
得
金
額
が
百
―
―
十
万
円
を
超
え
る
特
定
親
族
三
万
円

第
三
百
十
四
条
の
二
第
六
項
中
「
第
二
項
」
を
「
第
一
項
第
十
二
号
の
規
定
に
よ
り
控
除
す
べ
き
金
額
を
特
定
親

族
特
別
控
除
額
と
、
第
二
項
」
に
改
め
、
同
条
第
八
項
中
「
そ
の
他
の
扶
養
親
族
」
の
下
に
「
若
し
く
は
特
定
親
族
」

を
加
又
、
同
条
第
十
項
中
「
扶
養
親
族
」
の
下
に
「
及
び
特
定
親
族
」
を
加
え
、
同
条
第
十
一
項
中
「
扶
養
控
除
額
」

の
下
に
「
、
特
定
親
族
特
別
控
除
額
」
を
加
え
る
。

第
三
百
十
七
条
の
二
第
一
項
た
だ
し
書
中
「
若
し
く
は
第
三
百
十
四
条
の
二
第
四
項
」
を
「
、
第
三
百
十
四
条
の

二
第
四
項
」
に
改
め
、
「
扶
養
控
除
額
」
の
下
に
「
若
し
く
は
特
定
親
族
特
別
控
除
額
（
特
定
親
族
（
前
年
の
合
計
所

得
金
額
が
八
十
五
万
円
以
下
で
あ
る
も
の
に
限
る
。
）
に
係
る
も
の
を
除
く
。
）
」
を
加
え
、
同
項
第
五
号
中
「
又
は
扶

養
控
除
額
」
を
「
、
扶
養
控
除
額
又
は
特
定
親
族
特
別
控
除
額
」
に
改
め
る
。

第
三
百
十
七
条
の
三
の
二
第
一
項
第
三
号
中
「
扶
養
親
族
」
の
下
に
「
又
は
特
定
親
族
」
を
加
え
る
。

第
三
百
十
七
条
の
三
の
一
＝
第
一
項
中
「
者
に
限
る
。
）
」
の
下
に
「
若
し
く
は
特
定
親
族
（
退
職
手
当
等
に
係
る
所

得
を
有
す
る
者
で
あ
っ
て
、
合
計
所
得
金
額
が
八
十
五
万
円
以
下
で
あ
る
も
の
に
限
る
。
）
」
を
加
え
、
同
項
第
三
号

中
「
扶
養
親
族
」
の
下
に
「
又
は
特
定
親
族
」
を
加
え
る
。

第
三
百
二
十
一
条
の
八
第
一
項
中
「
第
百
四
十
五
条
の
五
」
を
「
第
百
四
十
五
条
の
十
三
」
に
改
め
、
同
条
第
三

十
八
項
中
「
控
除
の
限
度
額
で
政
令
で
定
め
る
も
の
又
は
」
を
「
地
方
法
人
税
控
除
限
度
額
又
は
」
に
、
「
控
除
の
限

度
額
で
政
令
で
定
め
る
も
の
並
び
に
」
を
「
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
計
算
し
た
金
額
並
び
に
」
に
改
め
る
。

第
四
百
四
十
五
条
第
三
項
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

3

市
町
村
は
、
締
約
国
軍
隊
（
円
滑
化
協
定
（
我
が
国
の
自
衛
隊
と
我
が
国
以
外
の
締
約
国
の
軍
隊
と
の
間
に
お

け
る
相
互
の
ア
ク
セ
ス
及
び
協
力
の
円
滑
化
に
関
す
る
我
が
国
と
当
該
締
約
国
と
の
間
の
条
約
そ
の
他
の
国
際
約

束
で
あ
っ
て
我
が
国
の
租
税
の
免
除
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
定
め
る
も
の
の
う
ち
政
令
で
定
め
る
も
の
を
い

う
。
）
に
基
づ
い
て
、
我
が
国
の
同
意
を
得
て
、
我
が
国
及
び
当
該
締
約
国
が
相
互
に
決
定
し
て
実
施
す
る
活
動
に

関
連
し
て
国
内
（
こ
の
法
律
の
施
行
地
を
い
う
。
）
に
所
在
す
る
当
該
締
約
国
の
軍
隊
を
い
う
。
）
が
所
有
す
る
軽
自

動
車
等
の
う
ち
公
用
に
供
す
る
も
の
に
対
し
て
は
、
軽
自
動
車
税
を
課
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。

第
四
百
六
十
―
―
一
条
の
十
五
第
一
項
第
一
号
イ
中
＿
二
」
を
一
ハ
及
び
ホ
’
一
口
叫
以
ー
，
同
号
閂
中
「
又
は
」
を
ニ
バ
一

に
掲
げ
る
も
の
を
除
く
。
）
又
は
」
に
改
め
、
同
号
二
を
同
号
ホ
と
し
、
同
号
ハ
中
「
又
は
」
を
[
(
ハ
に
掲
げ
る
も
の
一

を
除
く
。
）
又
は
」
に
改
め
、
同
号
八
を
同
号
二
と
し
、
同
号
口
の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。
一

ハ
ニ
輪
の
も
の
で
、
総
排
気
量
が

O・

一
―
-
五
リ
ッ
ト
ル
以
下
か
つ
最
高
出
力
が
四
人

0
キ
ロ
ワ
ッ
ト
以
下
一

の
も
の

年

額

二

千

円

―

::::~~~~::~~:~::~:: 

第
七
百
一
条
の
一
二
十
四
第
二
項
中
「
マ
ン
シ
ョ
ン
建
替
組
合
、
マ
ン
シ
ョ
ン
敷
地
売
却
組
合
」
を
「
マ
ン
シ
ョ
ン

再
生
組
合
、
マ
ン
シ
ョ
ン
等
売
却
組
合
、
マ
ン
シ
ョ
ン
除
却
組
合
」
に
改
め
る
。

第
七
百
四
十
七
条
の
二
第
一
項
中
「
こ
の
条
か
ら
第
七
百
四
十
七
条
の
五
ま
で
」
を
「
こ
の
条
か
ら
第
七
百
四
十

七
条
の
五
の
二
ま
で
」
に
改
め
る
。

第
七
百
四
十
七
条
の
四
の
前
の
見
出
し
を
「
（
他
の
行
政
機
関
の
長
に
対
し
て
行
う
地
方
税
関
係
通
知
の
特
例
）
ご
に

改
め
、
同
条
第
一
項
中
「
次
条
第
一
項
」
の
下
に
「
及
び
第
七
百
四
十
七
条
の
五
の
二
第
一
項
」
を
加
え
、
「
同
項
」

を
「
次
条
第
一
項
及
び
第
七
百
四
十
七
条
の
五
の
二
第
一
項
」
に
、
「
特
定
書
面
等
地
方
税
関
係
通
知
]
を
「
特
定
書

面
等
行
政
機
関
宛
通
知
」
に
改
め
、
同
条
第
一
＿
項
中
「
特
定
書
面
等
地
方
税
関
係
通
知
に
」
を
「
特
定
書
面
等
行
政

機
関
宛
通
知
に
」
に
改
め
、
同
項
の
表
第
一
一
項
の
項
中
「
特
定
書
面
等
地
方
税
関
係
通
知
」
を
「
特
定
書
面
等
行
政

機
関
宛
通
知
」
に
改
め
、
「
。
次
項
に
お
い
て
同
じ
」
を
削
る
。
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令
和
七
年
三
月
＝
―
十
一
日

法
律
第
七
号
地
方
税
法
及
び
地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（
地
方
税
法
の
一
部
改
正
）

第
一
条
地
方
税
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
二
十
六
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
二
十
三
条
第
一
項
第
四
号
イ
中
「
対
象
会
計
年
度
を
い
う
」
の
下
に
「
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
」
を
カ

え
、
「
第
八
十
二
条
の
二
第
一
項
」
を
「
第
八
十
二
条
の
三
第
一
項
」
に
改
め
、
「
法
人
税
の
額
」
の
下
に
「
、
各
対
象

会
計
年
度
の
国
際
最
低
課
税
残
余
額
（
同
法
第
八
十
二
条
の
十
一
第
一
項
に
規
定
す
る
国
際
最
低
課
税
残
余
額
を
い

う
。
）
に
対
す
る
法
人
税
の
額
及
び
各
対
象
会
計
年
度
の
国
内
最
低
課
税
額
（
同
法
第
八
十
―
一
条
の
十
九
第
一
項
に
規

定
す
る
国
内
最
低
課
税
額
を
い
う
。
）
に
対
す
る
法
人
税
の
額
」
を
加
え
、
「
第
三
項
、
第
四
項
及
び
第
七
項
を
除
く
。
）
、

第
四
十
二
条
の
十
二
の
七
（
第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
、
第
十
三
項
か
ら
第
十
五
項
ま
で
及
び
第
二
十
三
項
」
を
「
第

九
項
か
ら
第
十
一
項
ま
で
及
び
第
十
九
項
」
に
改
め
、
同
号
口
中
「
法
人
税
額
l

の
下
に
「
（
各
対
象
会
計
年
度
の
国

際
最
低
課
税
残
余
額
（
法
人
税
法
第
百
四
十
五
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
国
際
最
低
課
税
残
余
額
を
い
う
。
）
に
対

す
る
法
人
税
の
額
及
び
各
対
象
会
計
年
度
の
国
内
最
低
課
税
額
（
同
法
第
百
四
十
五
条
の
六
第
一
項
に
規
定
す
る
国

内
最
低
課
税
額
を
い
う
。
）
に
対
す
る
法
人
税
の
額
を
除
く
。
）
」
を
加
え
、
「
、
第
四
十
二
条
の
十
二
の
六
（
第
一
項
、

第
三
項
、
第
四
項
及
び
第
七
項
を
除
く
。
）
及
び
第
四
十
二
条
の
十
二
の
七
（
第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
、
第
十
三
項

か
ら
第
十
五
項
ま
で
及
び
第
二
十
―
―
一
項
」
を
「
及
び
第
四
十
二
条
の
十
二
の
六
（
第
一
項
、
第
九
項
か
ら
第
十
一
項

ま
で
及
び
第
十
九
項
」
に
改
め
、
同
項
第
七
号
及
び
第
九
号
中
「
四
十
八
万
円
」
を
「
五
十
八
万
円
」
に
改
め
、
同

条
第
四
項
を
同
条
第
五
項
と
し
、
同
条
第
三
項
中
「
扶
養
親
族
j

の
下
に
「
又
は
特
定
親
族
」
を
加
え
、
同
項
を
同

条
第
四
項
と
し
、
同
条
第
二
項
の
次
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

3

道
府
県
民
税
の
納
税
義
務
者
の
配
偶
者
が
そ
の
納
税
義
務
者
の
第
三
十
四
条
第
一
項
第
十
号
の
二
に
規
定
す
る

生
計
を
一
に
す
る
配
偶
者
に
該
当
し
、
か
つ
、
他
の
道
府
県
民
税
の
納
税
義
務
者
の
特
定
親
族
（
同
項
第
十
二
号

に
規
定
す
る
特
定
親
族
を
い
う
。
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
も
該
当
す
る
場
合
に
は
、
そ
の
配
偶
者
は
、
政
令
で

定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
こ
れ
ら
の
う
ち
い
ず
れ
か
一
に
の
み
該
当
す
る
も
の
と
み
な
す
。

第
二
十
四
条
第
五
項
中
「
マ
ン
シ
ョ
ン
建
替
組
合
、
マ
ン
シ
ョ
ン
敷
地
売
却
組
合
」
を
「
マ
ン
シ
ョ
ン
再
生
組
合
、

マ
ン
シ
ョ
ン
等
売
却
組
合
、
マ
ン
シ
ョ
ン
除
却
組
合
」
に
改
め
る
。

第
一
二
十
四
条
第
一
項
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

十
二
自
己
と
生
計
を
一
に
す
る
年
齢
十
九
歳
以
上
二
十
―
―
―
歳
未
満
の
親
族
（
自
己
の
配
偶
者
を
除
く
。
）
及
び
児

童
福
祉
法
第
二
十
七
条
第
一
項
第
三
号
の
規
定
に
よ
り
同
法
第
六
条
の
四
に
規
定
す
る
里
親
に
委
託
さ
れ
た
児

童
（
第
一
―
―
十
二
条
第
三
項
に
規
定
す
る
青
色
事
業
専
従
者
に
該
当
す
る
も
の
で
同
項
に
規
定
す
る
給
与
の
支
払

を
受
け
る
も
の
及
び
同
条
第
四
項
に
規
定
す
る
事
業
専
従
者
に
該
当
す
る
も
の
を
除
き
、
前
年
の
合
計
所
得
金

額
が
百
―
-
+
―
―
―
万
円
以
下
で
あ
る
も
の
に
限
る
。
）
で
控
除
対
象
扶
養
親
族
に
該
当
し
な
い
も
の
（
以
下
こ
の
款

に
お
い
て
「
特
定
親
族
」
と
い
う
。
）
を
有
す
る
所
得
割
の
納
税
義
務
者
（
そ
の
特
定
親
族
が
前
号
又
は
こ
の
号

に
規
定
す
る
所
得
割
の
納
税
義
務
者
と
し
て
こ
れ
ら
の
規
定
の
適
用
を
受
け
て
い
る
も
の
を
除
く
。
）
各
特
定

親
族
に
つ
き
当
該
特
定
親
族
の
次
に
掲
げ
る
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
金
額

イ
前
年
の
合
計
所
得
金
額
が
九
十
五
万
円
以
下
で
あ
る
特
定
親
族
四
十
五
万
円

口
前
年
の
合
計
所
得
金
額
が
九
十
五
万
円
を
超
え
百
十
五
万
円
以
下
で
あ
る
特
定
親
族
六
十
三
万
円
か
ら

当
該
特
定
親
族
の
前
年
の
合
計
所
得
金
額
の
う
ち
八
十
四
万
一
円
を
超
え
る
部
分
の
金
額
に
一
一
を
乗
じ
た
金

額
（
当
該
乗
じ
た
金
額
が
十
万
円
の
整
数
倍
の
金
額
か
ら
八
万
円
を
控
除
し
た
金
額
で
な
い
と
き
は
、
十
万

円
の
整
数
倍
の
金
額
か
ら
八
万
円
を
控
除
し
た
金
額
で
当
該
乗
じ
た
金
額
に
満
た
な
い
も
の
の
う
ち
最
も
多

い
金
額
と
す
る
。
）
を
控
除
し
た
金
額

ハ
前
年
の
合
計
所
得
金
額
が
百
十
五
万
円
を
超
え
百
二
十
万
円
以
下
で
あ
る
特
定
親
族

二
前
年
の
合
計
所
得
金
額
が
百
二
十
万
円
を
超
え
る
特
定
親
族
三
万
円

御

名

御

璽

内
閣
総
理
大
臣

六
万
円

石

破

茂

地
方
税
法
及
び
地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

第
三
十
四
条
第
六
項
中
「
第
二
項
」
を
「
第
一
項
第
十
二
号
の
規
定
に
よ
り
控
除
す
べ
き
金
額
を
特
定
親
族
特
別

控
除
額
と
、
第
一
＿
項
」
に
改
め
、
同
条
第
八
項
中
「
そ
の
他
の
扶
養
親
族
」
の
下
に
「
若
し
く
は
特
定
親
族
」
を
加

え
、
同
条
第
十
項
中
「
扶
養
親
族
」
の
下
に
「
及
び
特
定
親
族
」
を
加
え
、
同
条
第
十
一
項
中
「
扶
養
控
除
額
」
の

下
に
「
、
特
定
親
族
特
別
控
除
額
」
を
加
え
る
。

第
四
十
五
条
の
二
第
一
項
た
だ
し
書
中
「
若
し
く
は
第
三
十
四
条
第
四
項
」
を
「
、
第
一
二
十
四
条
第
四
項
」
に
改

め
、
「
扶
養
控
除
額
」
の
下
に
「
若
し
く
は
特
定
親
族
特
別
控
除
額
（
特
定
親
族
（
前
年
の
合
計
所
得
金
額
が
八
十
五

万
円
以
下
で
あ
る
も
の
に
限
る
。
）
に
係
る
も
の
を
除
く
。
）
」
を
加
え
、
同
項
第
五
号
中
「
又
は
扶
蓑
控
除
額
」
を

「
、
扶
養
控
除
額
又
は
特
定
親
族
特
別
控
除
額
」
に
改
め
る
。

第
四
十
五
条
の
一
＿
一
の
二
第
一
項
第
三
号
中
「
扶
養
親
族
」
の
下
に
「
又
は
特
定
親
族
」
を
加
え
る
。

第
四
十
五
条
の
一
一
一
の
三
第
一
項
中
「
者
に
限
る
。
）
」
の
下
に
玉
口
し
く
は
特
定
親
族
（
退
職
手
当
等
に
係
る
所
得

を
有
す
る
者
で
あ
っ
て
、
合
計
所
得
金
額
が
八
十
五
万
円
以
下
で
あ
る
も
の
に
限
る
。
）
」
を
加
え
、
同
項
第
三
号
中

「
扶
養
親
族
」
の
下
に
「
又
は
特
定
親
族
」
を
加
え
る
。

第
五
十
三
条
第
一
項
中
「
第
百
四
十
五
条
の
五
」
を
「
第
百
四
十
五
条
の
十
―
―
-
]
に
改
め
、
同
条
第
三
十
八
項
中

「
控
除
の
限
度
額
で
政
令
で
定
め
る
も
の
又
は
」
を
「
地
方
法
人
税
控
除
限
度
額
又
は
」
に
、
「
控
除
の
限
度
額
で
政

令
で
定
め
る
も
の
の
]
を
「
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
計
算
し
た
金
額
の
」
に
改
め
る
。

第
七
十
二
条
の
四
第
一
項
第
四
号
中
「
社
会
保
険
診
療
報
酬
支
払
基
金
」
を
「
医
療
情
報
基
盤
・
診
療
報
酬
審
査

支
払
機
構
」
に
改
め
る
。

第
七
十
―
一
条
の
五
第
一
項
第
八
号
中
「
マ
ン
シ
ョ
ン
建
替
組
合
、
マ
ン
シ
ョ
ン
敷
地
売
却
組
合
」
を
「
マ
ン
シ
ョ

ン
再
生
組
合
、
マ
ン
シ
ョ
ン
等
売
却
組
合
、
マ
ン
シ
ョ
ン
除
却
組
合
」
に
改
め
る
。

第
七
十
―
一
条
の
十
七
第
一
項
中
「
支
払
賃
借
料
（
」
の
下
に
「
支
払
賃
借
料
の
う
ち
」
を
加
え
、
「
に
限
る
」
を
「
を

い
う
」
に
改
め
、
「
受
取
賃
借
料
（
」
の
下
に
「
受
取
賃
借
料
の
う
ち
」
を
加
え
、
同
条
第
二
項
中
「
各
事
業
年
度
に

お
い
て
」
を
削
り
、
「
の
賃
借
権
」
の
下
に
「
（
法
人
税
法
第
六
十
四
条
の
二
第
一
＝
項
に
規
定
す
る
リ
ー
ス
取
引
に
係
る

も
の
を
除
く
。
）
」
を
加
え
、
「
支
払
う
」
を
「
、
そ
の
賃
借
権
等
に
係
る
契
約
を
し
た
事
業
年
度
以
後
の
各
事
業
年
度

に
お
い
て
支
払
う
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
中
「
各
事
業
年
度
に
お
い
て
」
を
削
り
、
「
支
払
を

受
け
る
」
を
「
、
そ
の
賃
借
権
等
に
係
る
契
約
を
し
た
事
業
年
度
以
後
の
各
事
業
年
度
に
お
い
て
支
払
を
受
け
る
こ

と
と
さ
れ
て
い
る
」
に
改
め
る
。

第
七
十
二
条
の
四
十
九
の
二
中
「
納
税
義
務
者
」
の
下
に
「
又
は
事
業
税
の
納
税
義
務
者
と
の
間
に
法
人
税
法
第

二
条
第
十
二
号
の
七
の
六
に
規
定
す
る
完
全
支
配
関
係
（
当
該
納
税
義
務
者
に
よ
る
同
号
に
規
定
す
る
完
全
支
配
関

係
を
除
く
。
）
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
者
」
を
加
え
る
。

第
七
十
二
条
の
五
十
第
二
項
中
「
第
八
十
四
条
j

を
「
第
八
十
四
条
の
二
」
に
改
め
る
。

第
七
十
四
条
の
十
八
第
一
項
第
二
号
中
「
に
よ
る
」
を
「
に
違
反
し
て
、
帳
簿
を
備
え
ず
、
若
し
く
は
」
に
改
め

る。
第
百
四
十
四
条
の
三
第
一
項
中
「
数
量
」
の
下
に
「
（
第
一
号
又
は
第
二
号
の
場
合
に
あ
っ
て
は
、
．
当
該
消
費
に
係

る
軽
油
に
既
に
軽
油
引
取
税
が
課
さ
れ
、
又
は
課
さ
れ
る
べ
き
軽
油
が
含
ま
れ
て
い
る
と
き
は
、
当
該
消
費
に
係
る

軽
油
の
数
量
か
ら
当
該
含
ま
れ
て
い
る
軽
油
に
相
当
す
る
部
分
の
数
量
を
控
除
し
た
数
量
と
し
、
第
五
号
の
場
合
に

あ
っ
て
は
、
第
百
四
十
四
条
の
三
十
二
第
一
項
第
一
号
又
は
第
二
号
の
規
定
に
よ
り
製
造
の
承
認
を
受
け
た
当
該
消

費
又
は
譲
渡
に
係
る
軽
油
に
既
に
軽
油
引
取
税
又
は
揮
発
油
税
が
課
さ
れ
、
又
は
課
さ
れ
る
べ
き
軽
油
又
は
揮
発
油

が
含
ま
れ
て
い
る
と
き
は
、
当
該
消
費
又
は
譲
渡
に
係
る
軽
油
の
数
量
か
ら
当
該
含
ま
れ
て
い
る
軽
油
又
は
揮
発
油

に
相
当
す
る
部
分
の
軽
油
の
数
量
を
控
除
し
た
数
量
と
す
る
。
）
」
を
加
え
、
同
条
第
五
項
中
「
日
本
国
の
自
衛
隊
と

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
国
防
軍
と
の
間
に
お
け
る
相
互
の
ア
ク
セ
ス
及
び
協
力
の
円
滑
化
に
関
す
る
日
本
国
と
オ
ー
ス
ト

ラ
リ
ア
と
の
間
の
協
定
」
を
「
円
滑
化
協
定
（
我
が
国
の
自
衛
隊
と
我
が
国
以
外
の
締
約
国
の
軍
隊
と
の
間
に
お
け

る
相
互
の
ア
ク
セ
ス
及
び
協
力
の
円
滑
化
に
関
す
る
我
が
国
と
当
該
締
約
国
と
の
問
の
条
約
そ
の
他
の
国
際
約
束
で

あ
っ
て
我
が
国
の
租
税
の
免
除
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
定
め
る
も
の
の
う
ち
政
令
で
定
め
る
も
の
を
い
う
。
）
」
に
、
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令
和
六
年
十
二
月
六
日

御

名

御

璽

内

閣

総

理

大

臣

石

破

茂

総
務
大
臣
村
上
誠
一
郎

財

務

大

臣

加

藤

勝

信

経
済
産
業
大
臣
武
藤
容
治

石

破

茂

情
報
通
信
技
術
の
活
用
に
よ
る
行
政
手
続
等
に
係
る
関
係
者
の
利
便
性
の
向
上
並
び
に
行
政
運
営
の
簡
素
化
及
び
効

率
化
を
図
る
た
め
の
デ
ジ
タ
ル
社
会
形
成
基
本
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
期
日
を
定
め
る
政
令
を
こ
こ
に

公
布
す
る
。

内
閣
総
理
大
臣

政
令
第
三
百
六
十
二
号

情
報
通
信
技
術
の
活
用
に
よ
る
行
政
手
続
等
に
係
る
関
係
者
の
利
便
性
の
向
上
並
び
に
行
政
運
営
の
簡
素
化
及

び
効
率
化
を
図
る
た
め
の
デ
ジ
タ
ル
社
会
形
成
基
本
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
期
日
を
定
め
る
政

令

内
閣
は
、
情
報
通
信
技
術
の
活
用
に
よ
る
行
政
手
続
等
に
係
る
関
係
者
の
利
便
性
の
向
上
並
び
に
行
政
運
営
の
簡
素

化
及
び
効
率
化
を
図
る
た
め
の
デ
ジ
タ
ル
社
会
形
成
基
本
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
六
年
法
律
第
四
十
六

号
）
附
則
第
一
条
本
文
及
び
第
二
号
の
規
定
に
基
づ
き
、
こ
の
政
令
を
制
定
す
る
。

情
報
通
信
技
術
の
活
用
に
よ
る
行
政
手
続
等
に
係
る
関
係
者
の
利
便
性
の
向
上
並
び
に
行
政
運
営
の
簡
素
化
及
び
効

率
化
を
図
る
た
め
の
デ
ジ
タ
ル
社
会
形
成
基
本
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
期
日
及
び
同
法
附
則
第
一
条
第

二
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
期
日
は
、
令
和
七
年
四
月
一
日
と
す
る
。
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ベ
ー
ス
を
い
う
。
第
十
一
条
第
一
項
第
五
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
構
成
す
る
デ
ー
タ
（
情
報
通
信
技
術
活
用
法
第
四

条
第
二
項
第
五
号
に
規
定
す
る
デ
ー
タ
を
い
う
。
第
十
一
条
第
一
項
第
五
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
加
工
、
記
録
、
保

存
及
び
提
供
を
行
う
」
に
改
め
る
。

第
十
一
条
第
一
項
第
四
号
中
「
次
号
」
を
「
第
七
号
」
に
改
め
、
同
項
中
第
七
号
を
第
九
号
と
し
、
第
六
号
を
第

八
号
と
し
、
第
五
号
を
第
七
号
と
し
、
第
四
号
の
次
に
次
の
二
号
を
加
え
る
。

五
国
の
行
政
機
関
等
（
情
報
通
信
技
術
活
用
法
第
三
条
第
三
号
に
掲
げ
る
国
の
行
政
機
関
等
を
い
う
。
）
の
委
託

を
受
け
て
、
国
の
公
的
基
礎
情
報
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
を
構
成
す
る
デ
ー
タ
の
加
工
、
記
録
、
保
存
及
び
提
供
を
行

う
こ
と
。

六
情
報
通
信
技
術
活
用
法
第
二
十
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
協
力
を
行
う
こ
と
。

第
十
三
条
及
び
第
十
四
条
中
「
第
六
号
」
を
「
第
八
号
」
に
改
め
る
。

第
二
十
条
第
一
項
中
「
第
六
号
」
を
「
第
八
号
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中
「
第
五
号
」
を
「
第
七
号
」
に
改
め

る。
第
二
十
一
条
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

（

主

務

大

臣

等

）

／

第
二
十
一
条
印
刷
局
に
係
る
通
則
法
に
お
け
る
主
務
大
臣
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一
役
員
及
び
職
員
並
び
に
財
務
及
び
会
計
そ
の
他
管
理
業
務
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
は
、
財
務
大
臣

二
第
十
一
条
第
一
項
第
五
号
及
び
第
六
号
に
掲
げ
る
業
務
並
び
に
こ
れ
ら
に
附
帯
す
る
業
務
に
関
す
る
事
項
に

つ
い
て
は
、
財
務
大
臣
及
び
内
閣
総
理
大
臣

三
第
十
一
条
に
規
定
す
る
業
務
の
う
ち
前
号
に
規
定
す
る
業
務
以
外
の
も
の
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
は
、
財

務
大
臣

2

印
刷
局
に
係
る
通
則
法
に
お
け
る
主
務
省
令
は
、
主
務
大
臣
の
発
す
る
命
令
と
す
る
。

（
情
報
処
理
の
促
進
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
）

第
五
条
情
報
処
理
の
促
進
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
四
十
五
年
法
律
第
九
十
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
三
十
条
第
一
項
及
び
第
三
十
四
条
中
「
第
五
十
一
条
第
一
項
第
九
号
」
を
「
第
五
十
一
条
第
一
項
第
十
号
」
に

改
め
る
。

第
五
十
一
条
第
一
項
中
第
十
七
号
を
第
十
九
号
と
し
、
第
十
六
号
を
第
十
八
号
と
し
、
第
十
五
号
を
第
十
七
号
と

し
、
第
十
四
号
を
第
十
五
号
と
し
、
同
号
の
次
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

十
六
情
報
通
信
技
術
を
活
用
し
た
行
政
の
推
進
等
に
関
す
る
法
律
第
二
十
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
協
力
を
行

う
こ
と
。

第
五
十
一
条
第
一
項
中
第
十
三
号
を
第
十
四
号
と
し
、
第
九
号
か
ら
第
十
二
号
ま
で
を
一
号
ず
つ
繰
り
下
げ
、
第

八
号
の
次
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

九
行
政
機
関
等
（
情
報
通
信
技
術
を
活
用
し
た
行
政
の
推
進
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
四
年
法
律
第
百
五
十

一
号
）
第
三
条
第
二
号
に
掲
げ
る
行
政
機
関
等
を
い
う
。
）
及
び
特
定
公
共
分
野
（
デ
ジ
タ
ル
社
会
形
成
基
本
法

（
令
和
三
年
法
律
第
三
十
五
号
）
第
三
十
九
条
第
二
項
第
十
三
号
に
規
定
す
る
特
定
公
共
分
野
を
い
う
。
）
の
民

間
事
業
者
の
情
報
処
理
シ
ス
テ
ム
の
整
備
及
び
管
理
に
関
し
、
デ
ー
タ
の
標
準
化
（
情
報
通
信
技
術
を
活
用
し

た
行
政
の
推
進
等
に
関
す
る
法
律
第
四
条
第
二
項
第
五
号
イ
に
規
定
す
る
デ
ー
タ
の
標
準
化
を
い
う
。
）
に
係
る

基
準
の
作
成
、
技
術
的
助
言
、
情
報
の
提
供
そ
の
他
必
要
な
協
力
を
行
う
こ
と
。

第
五
十
七
条
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

（
主
務
大
臣
等
）

第
五
十
七
条
機
構
に
係
る
通
則
法
に
お
け
る
主
務
大
臣
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一
役
員
及
び
職
員
並
び
に
財
務
及
び
会
計
そ
の
他
管
理
業
務
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
は
、
経
済
産
業
大
臣

二
第
五
十
一
条
第
一
項
第
五
号
、
第
八
号
、
第
九
号
及
び
第
十
六
号
に
掲
げ
る
業
務
並
び
に
こ
れ
ら
に
附
帯
す

る
業
務
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
は
、
経
済
産
業
大
臣
及
び
内
閣
総
理
大
臣

三
第
五
十
一
条
第
一
項
及
び
第
二
項
に
規
定
す
る
業
務
の
う
ち
前
号
に
規
定
す
る
業
務
以
外
の
も
の
に
関
す
る

事
項
に
つ
い
て
は
、
経
済
産
業
大
臣

機
構
に
係
る
通
則
法
に
お
け
る
主
務
省
令
は
、
主
務
大
臣
の
発
す
る
命
令
と
す
る
。

2
 

附

則

（
施
行
期
日
）

第
一
条
こ
の
法
律
は
、
公
布
の
日
か
ら
起
算
し
て
一
年
三
月
を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
政
令
で
定
め
る
日
か
ら

施
行
す
る
。
た
だ
し
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
規
定
は
、
当
該
各
号
に
定
め
る
日
か
ら
施
行
す
る
。

一
第
一
条
の
規
定
（
デ
ジ
タ
ル
社
会
形
成
基
本
法
第
二
十
二
条
の
改
正
規
定
を
除
く
。
）
並
び
に
第
三
条
中
行
政
手

続
に
お
け
る
特
定
の
個
人
を
識
別
す
る
た
め
の
番
号
の
利
用
等
に
関
す
る
法
律
の
目
次
の
改
正
規
定
（
「
第
六
条
」

を
「
第
六
条
の
二
」
に
改
め
る
部
分
に
限
る
。
次
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
及
び
同
法
第
一
章
に
一
条
を
加
え
る
改
正

規
定
並
び
に
附
則
第
四
条
、
第
六
条
、
第
七
条
及
び
第
十
二
条
の
規
定
並
び
に
附
則
第
十
三
条
中
デ
ジ
タ
ル
庁
設

置
法
（
令
和
三
年
法
律
第
三
十
六
号
）
第
四
条
第
二
項
第
一
号
の
改
正
規
定
公
布
の
日

二
第
三
条
の
規
定
（
行
政
手
続
に
お
け
る
特
定
の
個
人
を
識
別
す
る
た
め
の
番
号
の
利
用
等
に
関
す
る
法
律
の
目

次
の
改
正
規
定
、
同
法
第
二
条
第
七
項
の
改
正
規
定
、
同
法
第
一
章
に
一
条
を
加
え
る
改
正
規
定
並
び
に
同
法
第

十
六
条
に
た
だ
し
書
及
び
各
号
を
加
え
る
改
正
規
定
（
同
条
た
だ
し
書
に
係
る
部
分
に
限
る
。
次
号
に
お
い
て
同

じ
。
）
を
除
く
。
）
並
び
に
附
則
第
八
条
か
ら
第
十
一
条
ま
で
の
規
定
、
附
則
第
十
三
条
中
デ
ジ
タ
ル
庁
設
置
法
第
四

条
第
二
項
第
四
号
の
改
正
規
定
及
び
附
則
第
十
五
条
の
規
定
公
布
の
日
か
ら
起
算
し
て
一
年
を
超
え
な
い
範
囲

内
に
お
い
て
政
令
で
定
め
る
日

三
第
三
条
中
行
政
手
続
に
お
け
る
特
定
の
個
人
を
識
別
す
る
た
め
の
番
号
の
利
用
等
に
関
す
る
法
律
第
二
条
第
七

項
の
改
正
規
定
並
び
に
同
法
第
十
六
条
に
た
だ
し
書
及
び
各
号
を
加
え
る
改
正
規
定
並
び
に
次
条
の
規
定
公
布

の
日
か
ら
起
算
し
て
五
年
を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
政
令
で
定
め
る
日

（
行
政
手
続
に
お
け
る
特
定
の
個
人
を
識
別
す
る
た
め
の
番
号
の
利
用
等
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
に
伴
う
経
過

措
置
）

第
二
条
前
条
第
三
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
際
現
に
発
行
さ
れ
て
い
る
個
人
番
号
カ
ー
ド
の
記
載
事
項
及
び
個
人

番
号
利
用
事
務
等
実
施
者
（
行
政
手
続
に
お
け
る
特
定
の
個
人
を
識
別
す
る
た
め
の
番
号
の
利
用
等
に
関
す
る
法
律

第
十
二
条
に
規
定
す
る
個
人
番
号
利
用
事
務
等
実
施
者
を
い
う
。
）
が
当
該
個
人
番
号
カ
ー
ド
の
提
示
を
受
け
た
場
合

に
お
け
る
本
人
確
認
の
措
置
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

（
独
立
行
政
法
人
国
立
印
刷
局
法
の
一
部
改
正
に
伴
う
経
過
措
置
）

第
三
条
独
立
行
政
法
人
国
立
印
刷
局
の
こ
の
法
律
の
施
行
の
日
（
以
下
「
施
行
日
」
と
い
う
。
）
の
属
す
る
事
業
年
度

の
独
立
行
政
法
人
通
則
法
（
平
成
十
一
年
法
律
第
百
三
号
）
第
三
十
五
条
の
十
第
一
項
に
規
定
す
る
事
業
計
画
に
係

る
同
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
項
中
「
各
事
業
年
度
」
と
あ
る
の
は
「
情
報
通
信
技
術
の
活
用
に
よ
る
行

政
手
続
等
に
係
る
関
係
者
の
利
便
性
の
向
上
並
び
に
行
政
運
営
の
簡
素
化
及
び
効
率
化
を
図
る
た
め
の
デ
ジ
タ
ル
社

会
形
成
基
本
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
六
年
法
律
第
四
十
六
号
）
の
施
行
の
日
の
属
す
る
事
業
年
度
」

と
、
「
当
該
事
業
年
度
の
開
始
前
に
」
と
あ
る
の
は
「
遅
滞
な
く
」
と
す
る
。

（
独
立
行
政
法
人
国
立
印
刷
局
法
の
一
部
改
正
に
伴
う
準
備
行
為
）

第
四
条
財
務
大
臣
及
び
内
閣
総
理
大
臣
は
、
施
行
日
前
に
お
い
て
も
、
独
立
行
政
法
人
通
則
法
第
六
十
七
条
（
第
三

号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
の
規
定
の
例
に
よ
り
、
第
四
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
独
立
行
政
法
人
国
立
印
刷
局
法

第
二
十
一
条
第
一
項
第
二
号
に
規
定
す
る
事
項
に
関
す
る
独
立
行
政
法
人
通
則
法
第
三
十
五
条
の
九
第
一
項
の
規
定

に
よ
る
年
度
目
標
の
策
定
又
は
変
更
に
つ
い
て
、
財
務
大
臣
と
の
協
議
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。

（
情
報
処
理
の
促
進
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
に
伴
う
経
過
措
置
）

第
五
条
独
立
行
政
法
人
情
報
処
理
推
進
機
構
の
施
行
日
の
属
す
る
事
業
年
度
の
独
立
行
政
法
人
通
則
法
第
三
十
一
条

第
一
項
に
規
定
す
る
年
度
計
画
に
係
る
同
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
項
中
「
毎
事
業
年
度
の
開
始
前
に
、

前
条
第
一
項
の
認
可
を
受
け
た
」
と
あ
る
の
は
、
「
そ
の
中
期
計
画
に
つ
い
て
情
報
通
信
技
術
の
活
用
に
よ
る
行
政
手

続
等
に
係
る
関
係
者
の
利
便
性
の
向
上
並
び
に
行
政
運
営
の
簡
素
化
及
び
効
率
化
を
図
る
た
め
の
デ
ジ
タ
ル
社
会
形

成
基
本
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
六
年
法
律
第
四
十
六
号
）
の
施
行
の
日
以
後
最
初
に
前
条
第
一
項
の

変
更
の
認
可
を
受
け
た
後
遅
滞
な
く
、
当
該
変
更
後
の
」
と
す
る
。
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に
掲
げ
る
事
項
並
び
に
本
人
の
写
真
（
当
該
場
合
に
あ
っ
て
は
、
カ
ー
ド
記
載
事
項
及
び
同
号
に
掲
げ
る
事
項
）
」
に
、

「
第
十
八
条
」
を
「
第
十
六
条
た
だ
し
書
及
び
第
十
八
条
」
に
改
め
、
同
条
第
十
五
項
を
同
条
第
十
六
項
と
し
、
同

条
第
十
四
項
中
「
地
方
公
共
団
体
情
報
シ
ス
テ
ム
機
構
（
以
下
「
機
構
」
と
い
う
。
）
」
を
「
機
構
」
に
改
め
、
同
項

を
同
条
第
十
五
項
と
し
、
同
条
中
第
十
三
項
を
第
十
四
項
と
し
、
第
八
項
か
ら
第
十
二
項
ま
で
を
一
項
ず
つ
繰
り
下

げ
、
第
七
項
の
次
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

8

こ
の
法
律
に
お
い
て
「
カ
ー
ド
代
替
電
磁
的
記
録
」
と
は
、
前
項
第
一
号
か
ら
第
五
号
ま
で
に
掲
げ
る
事
項
及

び
本
人
の
写
真
（
本
人
の
写
真
が
表
示
さ
れ
て
い
な
い
個
人
番
号
カ
ー
ド
の
交
付
を
受
け
て
い
る
者
に
係
る
も
の

に
あ
っ
て
は
、
当
該
事
項
。
第
十
八
条
の
二
第
二
項
に
お
い
て
「
カ
ー
ド
代
替
記
録
事
項
」
と
い
う
。
）
に
係
る
電

磁
的
記
録
（
電
子
的
方
式
、
磁
気
的
方
式
そ
の
他
人
の
知
覚
に
よ
っ
て
は
認
識
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
方
式
で
作

ら
れ
る
記
録
で
あ
っ
て
、
電
子
計
算
機
に
よ
る
情
報
処
理
の
用
に
供
さ
れ
る
も
の
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
並
び
に

同
条
第
一
項
及
び
第
二
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
並
び
に
当
該
電
磁
的
記
録
が
そ
の
送
信
を
行
っ
た
者
の
も
の
で
あ
る

こ
と
を
当
該
電
磁
的
記
録
の
送
信
を
受
け
た
者
が
確
認
す
る
た
め
に
必
要
な
事
項
と
し
て
主
務
省
令
で
定
め
る
事

項
に
係
る
電
磁
的
記
録
に
つ
い
て
地
方
公
共
団
体
情
報
シ
ス
テ
ム
機
構
（
以
下
「
機
構
」
と
い
う
。
）
が
電
子
署
名

（
電
子
署
名
及
び
認
証
業
務
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
二
年
法
律
第
百
二
号
）
第
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
電
子

署
名
で
あ
っ
て
、
主
務
省
令
で
定
め
る
基
準
に
適
合
す
る
も
の
を
い
う
。
第
十
八
条
の
二
第
二
項
及
び
第
三
項
に

お
い
て
同
じ
。
）
を
行
っ
た
も
の
に
よ
り
一
体
的
に
構
成
さ
れ
た
電
磁
的
記
録
を
い
う
。

第
三
条
第
三
項
中
「
、
個
人
番
号
カ
ー
ド
」
の
下
に
「
（
カ
ー
ド
代
替
電
磁
的
記
録
を
含
む
。
以
下
こ
の
項
に
お
い

て
同
じ
。
）
」
を
加
え
る
。

第
一
章
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

（
特
定
個
人
情
報
の
正
確
性
の
確
保
の
た
め
の
内
閣
総
理
大
臣
の
支
援
）

第
六
条
の
二
内
閣
総
理
大
臣
は
、
個
人
番
号
利
用
事
務
実
施
者
に
対
し
、
特
定
個
人
情
報
を
正
確
か
つ
最
新
の
内

容
に
保
っ
た
め
に
必
要
な
情
報
の
提
供
、
助
言
そ
の
他
の
支
援
を
行
う
も
の
と
す
る
。

第

九

条

第

三

項

中

「

同

条

第

八

項

」

を

「

同

条

第

九

項

」

に

改

め

る

。

＿

第
十
条
第
二
項
中
「
第
二
条
第
十
二
項
及
び
第
十
三
項
」
を
「
第
二
条
第
十
三
項
及
び
第
十
四
項
」
に
改
め
る
。

第
十
六
条
中
「
当
該
提
供
を
す
る
者
か
ら
個
人
番
号
カ
ー
ド
の
提
示
を
受
け
る
こ
と
そ
の
他
そ
の
者
が
本
人
で
あ

る
こ
と
を
確
認
す
る
た
め
の
措
置
と
し
て
政
令
で
定
め
る
」
を
「
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
掲
げ
る
」
に
改
め
、
同

条
に
次
の
た
だ
し
書
及
び
各
号
を
加
え
る
。

た
だ
し
、
当
該
個
人
番
号
利
用
事
務
等
に
お
い
て
性
別
に
係
る
情
報
を
利
用
し
て
い
る
個
人
番
号
利
用
事
務
等

と
し
て
主
務
省
令
で
定
め
る
も
の
の
処
理
に
関
し
個
人
番
号
の
提
供
を
受
け
る
場
合
に
お
い
て
、
第
一
号
の
措
置

を
と
る
と
き
は
、
併
せ
て
、
個
人
番
号
カ
ー
ド
に
記
録
さ
れ
た
性
別
に
係
る
情
報
を
電
磁
的
方
法
に
よ
り
確
認
す

る
措
置
を
と
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
個
人
番
号
の
提
供
を
す
る
者
か
ら
個
人
番
号
カ
ー
ド
の
提
示
を
受
け
る
こ
と
。

二
個
人
番
号
の
提
供
を
す
る
者
か
ら
第
十
八
条
の
二
第
六
項
の
規
定
に
よ
る
カ
ー
ド
代
替
電
磁
的
記
録
の
送
信

を
受
け
る
と
と
も
に
、
当
該
カ
ー
ド
代
替
電
磁
的
記
録
に
つ
い
て
同
条
第
七
項
の
規
定
に
よ
る
確
認
を
行
う
こ

と。
三
前
二
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
個
人
番
号
の
提
供
を
す
る
者
が
本
人
で
あ
る
こ
と
を
確
認
す
る
た
め
の
措

置
と
し
て
政
令
で
定
め
る
措
置

第
十
六
条
の
二
第
八
項
中
「
第
十
八
条
の
二
第
一
項
」
を
「
第
十
八
条
の
五
第
一
項
」
に
改
め
る
。

第
十
七
条
第
一
項
中
「
第
十
八
条
の
二
第
三
項
」
を
「
第
十
八
条
の
五
第
三
項
」
に
改
め
る
。

第
十
八
条
の
二
の
見
出
し
を
「
（
個
人
番
号
カ
ー
ド
の
発
行
等
に
関
す
る
手
数
料
）
」
に
改
め
、
同
条
第
一
項
中
「
事

務
」
の
下
に
「
並
び
に
第
十
八
条
の
二
第
三
項
及
び
第
十
一
項
の
規
定
に
よ
る
カ
ー
ド
代
替
電
磁
的
記
録
の
発
行
に

係
る
事
務
（
第
三
項
に
お
い
て
「
カ
ー
ド
代
替
電
磁
的
記
録
発
行
事
務
」
と
い
う
。
）
」
を
加
え
、
同
条
第
三
項
中
「
手

数
料
」
の
下
に
「
（
カ
ー
ド
代
替
電
磁
的
記
録
発
行
事
務
に
関
す
る
も
の
を
除
く
。
）
」
を
加
え
、
第
三
章
中
同
条
を
第

十
八
条
の
五
と
す
る
。

第
十
八
条
の
次
に
次
の
三
条
を
加
え
る
。

（
カ
ー
ド
代
替
電
磁
的
記
録
の
発
行
等
）

第
十
八
条
の
二
個
人
番
号
カ
ー
ド
の
交
付
を
受
け
て
い
る
者
（
個
人
番
号
カ
ー
ド
用
署
名
用
電
子
証
明
書
（
電
子

署
名
等
に
係
る
地
方
公
共
団
体
情
報
シ
ス
テ
ム
機
構
の
認
証
業
務
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
四
年
法
律
第
百
五
十

三
号
。
以
下
こ
の
条
及
び
第
三
十
八
条
の
八
第
一
項
に
お
い
て
「
公
的
個
人
認
証
法
」
と
い
う
。
）
第
三
条
第
一
項

に
規
定
す
る
個
人
番
号
カ
ー
ド
用
署
名
用
電
子
証
明
書
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
発
行
を
受
け
、

当
該
個
人
番
号
カ
ー
ド
用
署
名
用
電
子
証
明
書
が
効
力
を
失
っ
て
い
な
い
者
に
限
り
、
第
三
項
又
は
第
十
一
項
の

規
定
に
よ
り
既
に
自
己
に
係
る
カ
ー
ド
代
替
電
磁
的
記
録
の
発
行
を
受
け
、
当
該
カ
ー
ド
代
替
電
磁
的
記
録
が
効

力
を
失
っ
て
い
な
い
者
を
除
く
。
）
は
、
自
己
に
係
る
カ
ー
ド
代
替
電
磁
的
記
録
を
そ
の
者
が
使
用
す
る
移
動
端
末

設
備
（
電
気
通
信
事
業
法
（
昭
和
五
十
九
年
法
律
第
八
十
六
号
）
第
十
二
条
の
二
第
四
項
第
二
号
口
に
規
定
す
る

移
動
端
末
設
備
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
及
び
次
条
第
一
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
組
み
込
ま
れ
た
主
務
省
令
で
定
め

る
電
磁
的
記
録
媒
体
（
電
磁
的
記
録
に
係
る
記
録
媒
体
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
記
録
し
て
利

用
す
る
た
め
、
そ
の
者
の
申
請
に
よ
り
、
当
該
カ
ー
ド
代
替
電
磁
的
記
録
の
発
行
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
。

2

前
項
の
申
請
は
、
当
該
申
請
を
行
う
者
（
以
下
こ
の
項
か
ら
第
四
項
ま
で
に
お
い
て
「
申
請
者
」
と
い
う
。
）
が
、

主
務
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
前
項
の
移
動
端
末
設
備
を
使
用
し
て
、
機
構
に
対
し
、
当
該
申
請
者
の
個

人
番
号
カ
ー
ド
に
記
録
さ
れ
た
カ
ー
ド
代
替
記
録
事
項
に
係
る
電
磁
的
記
録
を
送
信
し
て
行
う
も
の
と
す
る
。
こ

の
場
合
に
お
い
て
は
、
当
該
申
請
者
は
、
当
該
申
請
者
の
個
人
番
号
カ
ー
ド
用
署
名
用
電
子
証
明
書
に
係
る
署
名

利
用
者
符
号
（
公
的
個
人
認
証
法
第
二
条
第
四
項
に
規
定
す
る
署
名
利
用
者
符
号
を
い
う
。
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）

を
用
い
て
電
子
署
名
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

3

前
項
前
段
の
規
定
に
よ
る
送
信
を
受
け
た
機
構
は
、
申
請
者
に
係
る
同
項
後
段
の
電
子
署
名
に
係
る
個
人
番
号

カ
ー
ド
用
署
名
用
電
子
証
明
書
が
公
的
個
人
認
証
法
第
十
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
効
力
を
失
っ
て
い
な
い
こ

と
及
び
当
該
個
人
番
号
カ
ー
ド
用
署
名
用
電
子
証
明
書
に
記
録
さ
れ
た
署
名
利
用
者
検
証
符
号
（
公
的
個
人
認
証

法
第
二
条
第
四
項
に
規
定
す
る
署
名
利
用
者
検
証
符
号
を
い
う
。
）
に
対
応
す
る
署
名
利
用
者
符
号
を
用
い
て
当
該

電
子
署
名
が
行
わ
れ
た
こ
と
を
確
認
し
た
と
き
は
、
主
務
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
申
請
に
係
る
カ
ー

ド
代
替
電
磁
的
記
録
を
発
行
し
、
こ
れ
を
当
該
申
請
者
に
係
る
第
一
項
の
移
動
端
末
設
備
に
送
信
す
る
も
の
と
す

る。
4

前
項
の
規
定
に
よ
る
送
信
を
受
け
た
申
請
者
は
、
主
務
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
送
信
に
係
る
カ
ー

ド
代
替
電
磁
的
記
録
を
第
一
項
の
電
磁
的
記
録
媒
体
に
記
録
す
る
も
の
と
す
る
。

5

カ
ー
ド
代
替
電
磁
的
記
録
の
有
効
期
間
は
、
三
月
以
内
で
主
務
省
令
で
定
め
る
期
間
（
当
該
期
間
内
に
個
人
番

号
カ
ー
ド
の
有
効
期
間
が
満
了
す
る
者
に
係
る
も
の
に
あ
っ
て
は
、
当
該
満
了
の
日
ま
で
の
期
間
）
と
す
る
。

6

カ
ー
ド
代
替
電
磁
的
記
録
利
用
者
（
カ
ー
ド
代
替
電
磁
的
記
録
の
発
行
を
受
け
た
者
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
か

ら
第
十
八
条
の
四
ま
で
に
お
い
て
同
じ
。
）
は
、
自
己
に
係
る
カ
ー
ド
代
替
電
磁
的
記
録
を
次
項
の
規
定
に
よ
る
確

認
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
し
て
提
供
す
る
と
き
は
、
次
条
第
一
項
の
認
定
を
受
け
た
プ
ロ
グ
ラ
ム
（
情

報
処
理
の
促
進
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
四
十
五
年
法
律
第
九
十
号
）
第
二
条
第
二
項
に
規
定
す
る
プ
ロ
グ
ラ
ム
を

い
う
。
以
下
こ
の
条
か
ら
第
十
八
条
の
四
ま
で
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
用
い
て
当
該
カ
ー
ド
代
替
電
磁
的
記
録
の
送

信
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

7

前
項
の
規
定
に
よ
る
カ
ー
ド
代
替
電
磁
的
記
録
の
送
信
を
受
け
た
者
は
、
当
該
カ
ー
ド
代
替
電
磁
的
記
録
が
当

該
送
信
を
行
っ
た
者
の
も
の
で
あ
る
こ
と
の
確
認
に
つ
い
て
、
第
十
八
条
の
四
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
内
閣
総
理

大
臣
が
提
供
す
る
プ
ロ
グ
ラ
ム
又
は
同
条
第
二
項
の
認
定
を
受
け
た
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
用
い
て
行
う
も
の
と
す
る
。

8

カ
ー
ド
代
替
電
磁
的
記
録
利
用
者
は
、
当
該
カ
ー
ド
代
替
電
磁
的
記
録
を
記
録
し
た
第
一
項
の
電
磁
的
記
録
媒

体
が
使
用
で
き
な
く
な
っ
た
と
き
そ
の
他
当
該
カ
ー
ド
代
替
電
磁
的
記
録
を
失
効
さ
せ
る
べ
き
場
合
と
し
て
主
務

省
令
で
定
め
る
場
合
に
は
〔
，
＇
主
務
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
速
や
か
に
そ
の
旨
を
機
構
に
届
け
出
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。
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2

公
的
基
礎
情
報
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
整
備
改
善
計
画
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
定
め
る
も
の
と
す
る
。
（
特
定
法
人
事
項
変
更
登
記
情
報
の
求
め
及
び
提
供
）

一

計

画

期

間

第

十

三

条

特

定

法

人

事

項

変

更

届

出

に

関

し

て

特

定

法

人

事

項

変

更

登

記

情

報

を

受

け

よ

う

と

す

る

行

政

機

関

等

二
国
の
公
的
基
礎
情
報
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
整
備
及
び
改
善
に
関
す
る
基
本
的
な
方
針
は
、
日
曜
日
そ
の
他
の
主
務
省
令
・
法
務
省
令
で
定
め
る
日
（
次
項
及
び
次
条
第
二
項
に
お
い
て
「
休
日
」
と
い

三
国
の
公
的
基
礎
情
報
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
整
備
及
び
改
善
の
内
容
及
び
実
施
時
期
ぅ
。
）
を
除
き
、
毎
日
、
法
務
大
臣
に
対
し
、
特
定
法
人
事
項
変
更
届
出
対
象
法
人
（
当
該
特
定
法
人
事
項
変
更
届

四
国
の
公
的
基
礎
情
報
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
を
構
成
す
る
デ
ー
タ
に
係
る
デ
ー
タ
の
品
質
の
確
保
に
関
す
る
事
項
出
に
関
す
る
他
の
法
令
の
規
定
に
お
い
て
、
特
定
法
人
事
項
を
変
更
し
た
場
合
に
は
そ
の
旨
を
行
政
機
関
等
に
対

し
て
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
が
規
定
さ
れ
て
い
る
法
人
を
い
う
。
以
下
こ
の
節
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
法

人
番
号
そ
の
他
主
務
省
令
・
法
務
省
令
で
定
め
る
事
項
を
通
知
し
て
、
特
定
法
人
事
項
変
更
届
出
対
象
法
人
に
係

五
国
の
公
的
基
礎
情
報
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
整
備
及
び
改
善
に
当
た
り
、
国
の
公
的
基
礎
情
報
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
を

る
特
定
法
人
事
項
変
更
登
記
情
報
の
提
供
を
求
め
る
も
の
と
す
る
。

構
成
す
る
デ
ー
タ
の
加
工
、
記
録
、
保
存
及
び
提
供
に
関
し
て
独
立
行
政
法
人
国
立
印
刷
局
が
果
た
す
べ
き
役

2

前
項
の
規
定
に
よ
る
求
め
を
受
け
た
法
務
大
臣
は
、
当
該
求
め
に
係
る
特
定
法
人
事
項
変
更
届
出
対
象
法
人
に

割
並
び
に
当
該
デ
ー
タ
に
つ
い
て
の
デ
ー
タ
の
標
準
化
に
係
る
基
準
に
関
し
て
独
立
行
政
法
人
情
報
処
理
推
進

つ
い
て
、
当
該
求
め
を
受
け
た
日
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
請
求
日
」
と
い
う
。
）
に
特
定
法
人
事
項
に
つ
い
て

機
構
が
果
た
す
べ
き
役
割
に
関
す
る
事
項

の
変
更
の
登
記
が
あ
っ
た
と
き
は
、
当
該
請
求
日
の
翌
日
（
当
該
日
が
休
日
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
日

六
そ
の
他
国
の
公
的
基
礎
情
報
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
整
備
及
び
改
善
に
関
す
る
事
項

後
の
直
近
の
休
日
で
な
い
日
）
ま
で
に
、
当
該
求
め
を
し
た
行
政
機
関
等
に
対
し
て
、
当
該
変
更
の
登
記
に
係
る

3

内
閣
総
理
大
臣
は
、
公
的
基
礎
情
報
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
整
備
改
善
計
画
の
案
を
作
成
し
、
閣
議
の
決
定
を
求
め
な

特
定
法
人
事
項
変
更
登
記
情
報
を
提
供
す
る
も
の
と
す
る
。

け
れ
ば
な
ら
な
い
。

4

内
閣
総
理
大
臣
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
閣
議
の
決
定
が
あ
っ
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
公
的
基
礎
情
報
デ
ー

3

特
定
法
人
事
項
変
更
登
記
情
報
に
関
す
る
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
求
め
及
び
前
項
の
規
定
に
よ
る
提
供
は
、
行

タ

ベ

ー

ス

整

備

改

善

計

画

を

公

表

し

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

政

機

関

等

の

使

用

に

係

る

電

子

計

算

機

及

び

法

務

大

臣

の

使

用

に

係

る

電

子

計

算

機

が

電

気

通

信

回

線

を

通

じ

て

5

前
二
項
の
規
定
は
、
公
的
基
礎
情
報
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
整
備
改
善
計
画
の
変
更
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
接
続
さ
れ
た
情
報
交
換
シ
ス
テ
ム
（
デ
ジ
タ
ル
社
会
形
成
基
本
法
第
二
十
二
条
に
規
定
す
る
情
報
交
換
シ
ス
テ
ム

（

国

の

公

的

基

礎

情

報

デ

ー

タ

ベ

ー

ス

の

整

備

及

び

改

善

等

）

を

い

う

。

）

を

利

用

し

て

行

う

も

の

と

す

る

。

第
二
十
条
国
の
行
政
機
関
等
は
、
公
的
基
礎
情
報
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
整
備
改
善
計
画
に
従
っ
て
国
の
公
的
基
礎
情
報
（
特
定
法
人
事
項
変
更
登
記
情
報
の
提
供
を
受
け
た
場
合
の
特
例
）

デ

ー

タ

ベ

ー

ス

の

整

備

及

び

改

善

を

行

わ

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

第

十

四

条

行

政

機

関

等

が

前

条

の

規

定

に

よ

る

特

定

法

人

事

項

変

更

登

記

情

報

の

提

供

を

受

け

た

場

合

に

お

け

る

2

国
の
行
政
機
関
等
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
国
の
公
的
基
礎
情
報
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
整
備
及
び
改
善
に
当
た
っ
当
該
特
定
法
人
事
項
変
更
届
出
に
関
す
る
他
の
法
令
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
当
該
特
定
法
人
事
項
変
更
登

て
は
、
国
の
公
的
基
礎
情
報
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
を
構
成
す
る
デ
ー
タ
の
加
工
、
記
録
、
保
存
及
び
提
供
に
関
す
る
事
記
情
報
が
当
該
行
政
機
関
等
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
に
記
録
さ
れ
た
時
に
お
い

項
に
あ
っ
て
は
独
立
行
政
法
人
国
立
印
刷
局
に
対
し
、
当
該
デ
ー
タ
に
つ
い
て
の
デ
ー
タ
の
標
準
化
に
係
る
基
準
て
、
当
該
特
定
法
人
事
項
変
更
登
記
情
報
に
係
る
特
定
法
人
事
項
の
変
更
に
つ
い
て
、
当
該
特
定
法
人
事
項
変
更

に
関
す
る
事
項
に
あ
っ
て
は
独
立
行
政
法
人
情
報
処
理
推
進
機
構
に
対
し
、
技
術
的
助
言
、
情
報
の
提
供
そ
の
他
届
出
対
象
法
人
か
ら
当
該
行
政
機
関
等
に
対
す
る
特
定
法
人
事
項
変
更
届
出
が
行
わ
れ
た
も
の
と
み
な
す
。
た
だ

の

必

要

な

協

力

を

求

め

る

こ

と

が

で

き

る

。

し

、

当

該

記

録

が

さ

れ

た

時

ま

で

に

当

該

変

更

に

つ

い

て

の

特

定

法

人

事

項

変

更

届

出

が

行

わ

れ

て

い

た

場

合

そ

3

国
の
行
政
機
関
等
は
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
国
の
公
的
基
礎
情
報
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
整
備
及
び
改
善
に
当
の
他
主
務
省
令
・
法
務
省
令
で
定
め
る
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

た
っ
て
は
、
こ
れ
と
併
せ
て
、
当
該
国
の
公
的
基
礎
情
報
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
を
利
用
し
て
行
わ
れ
る
手
続
等
及
び
こ

2

前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
特
定
法
人
事
項
変
更
届
出
に
関
す
る
他
の
法
令
の
規
定
に
お
い
て
、
特
定
法
人

れ
に
関
連
す
る
行
政
機
関
等
の
事
務
に
つ
い
て
の
簡
素
化
又
は
合
理
化
そ
の
他
の
見
直
し
を
行
う
よ
う
努
め
な
け
事
項
変
更
届
出
対
象
法
人
が
特
定
法
人
事
項
の
変
更
が
あ
っ
た
日
か
ら
起
算
し
て
一
定
の
期
間
が
経
過
す
る
日

（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
届
出
期
限
日
」
と
い
う
。
）
ま
で
に
当
該
特
定
法
人
事
項
変
更
届
出
を
行
わ
な
け
れ
ば

れ
ば
な
ら
な
い
。

な
ら
な
い
こ
と
が
定
め
ら
れ
て
い
る
場
合
に
お
い
て
、
届
出
期
限
日
（
届
出
期
限
日
が
休
日
で
あ
る
場
合
に
あ
っ

て
は
、
当
該
届
出
期
限
日
前
の
直
近
の
休
日
で
な
い
日
）
の
前
日
ま
で
に
特
定
法
人
事
項
に
つ
い
て
の
変
更
の
登

4

国
の
行
政
機
関
等
以
外
の
行
政
機
関
等
は
、
国
の
行
政
機
関
等
が
第
一
項
及
び
前
項
の
規
定
に
基
づ
き
講
ず
る

記
が
あ
っ
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
前
条
第
三
項
の
情
報
交
換
シ
ス
テ
ム
に
係
る
障
害
そ
の
他
の
特
定
法
人
事
項
変

措
置
に
準
じ
て
、
そ
の
保
有
す
る
公
的
基
礎
情
報
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
整
備
及
び
改
善
に
関
す
る
施
策
を
講
ず
る
よ

更
届
出
対
象
法
人
の
責
め
に
帰
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
事
由
に
よ
り
、
届
出
期
限
日
の
翌
日
以
降
に
当
該
変
更
の

う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

登
記
に
係
る
特
定
法
人
事
項
変
更
登
記
情
報
が
当
該
行
政
機
関
等
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
備
え
ら
れ
た

5

国
は
、
国
の
行
政
機
関
等
以
外
の
行
政
機
関
等
が
講
ず
る
前
項
の
施
策
を
支
援
す
る
た
め
、
情
報
の
提
供
そ
の

フ
ァ
イ
ル
に
記
録
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
と
き
に
お
け
る
当
該
他
の
法
令
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
当
該
特

他
の
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

定
法
人
事
項
変
更
登
記
情
報
に
係
る
特
定
法
人
事
項
の
変
更
に
つ
い
て
の
特
定
法
人
事
項
変
更
届
出
は
、
届
出
期

第
二
章
第
四
節
中
第
十
三
条
を
第
十
六
条
と
し
、
第
十
二
条
を
第
十
五
条
と
し
、
同
節
を
同
章
第
五
節
と
し
、
同

限
日
ま
で
に
行
わ
れ
た
も
の
と
み
な
す
。

章
第
三
節
の
次
に
次
の
一
節
を
加
え
る
。

第
四
節
特
定
法
人
事
項
変
更
届
出
に
関
す
る
特
例

3

行
政
機
関
等
は
、
前
二
項
の
規
定
に
よ
り
特
定
法
人
事
項
変
更
届
出
が
行
わ
れ
た
も
の
と
み
な
さ
れ
た
と
き
は
、

（

定

義
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主

務

省
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法
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省

令

で
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と

こ

ろ

に

よ

り

、

直

ち

に

、

当

該

特

定

法

人

事

項

変

更

届

出

対

象

法

人

に

対

し
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デ

＂

胃

冒

眉

＂

虹

琵

闘

彗

且

鱈

註

戸

に

行

政

運

営

の

簡

素

化

及

一

-
／
第
一
条
デ
ジ
タ
ル
社
会
形
成
基
本
法
（
令
和
三
年
法
律
第
三
十
五
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

月
目
次
中
「
第
三
十
六
条
」
を
「
第
三
十
七
条
」
に
、
「
第
三
十
七
条
」
を
「
第
三
十
八
条
」
に
、
「
第
三
十
八
条
•
第

6

三
十
九
条
」
を
「
第
三
十
九
条
•
第
四
十
条
」
に
改
め
る
。

第
二
条
中
「
第
三
十
条
」
の
下
に
「
及
び
第
三
十
四
条
」
を
加
え
る
。

第
二
十
二
条
中
「
同
号
口
」
を
「
同
号
ハ
」
に
改
め
る
。

年€
第
三
十
一
条
中
「
第
三
十
八
条
第
二
項
第
十
二
号
」
を
「
第
三
十
四
条
及
び
第
三
十
九
条
第
二
項
第
十
二
号
」
に

和

改

め

る

。

令
第
三
十
三
条
中
「
第
三
十
八
条
第
二
項
第
十
四
号
」
を
「
第
三
十
九
条
第
二
項
第
十
四
号
」
に
改
め
る
。

第
三
十
九
条
を
第
四
十
条
と
す
る
。

第
三
十
八
条
第
二
項
中
第
十
六
号
を
第
十
七
号
と
し
、
第
十
五
号
を
第
十
六
号
と
し
、
第
十
四
号
の
次
に
次
の
一

号

を

加

え

る

。

‘

十
五
デ
ー
タ
の
品
質
の
確
保
に
関
し
政
府
が
迅
速
か
つ
重
点
的
に
講
ず
べ
き
施
策

官 報 （号外第 138号） 10 

令
和
六
年
六
月
七
日

御

名

御

璽

内
閣
総
理
大
臣

岸
田

文
雄

情
報
通
信
技
術
の
活
用
に
よ
る
行
政
手
続
等
に
係
る
関
係
者
の
利
便
性
の
向
上
並
び
に
行
政
運
営
の
簡
素
化
及
び
効

率
化
を
図
る
た
め
の
デ
ジ
タ
ル
社
会
形
成
基
本
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

第
三
十
八
条
を
第
三
十
九
条
と
す
る
。

第
五
章
中
第
三
十
七
条
を
第
三
十
八
条
と
す
る
。

第
四
章
中
第
三
十
六
条
を
第
三
十
七
条
と
し
、
第
三
十
五
条
を
第
三
十
六
条
と
し
、
第
三
十
四
条
を
第
三
十
五
条

と
し
、
第
三
十
三
条
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

（
デ
ー
タ
の
品
質
の
確
保
）

第
三
十
四
条
デ
ジ
タ
ル
社
会
の
形
成
に
関
す
る
施
策
の
策
定
に
当
た
っ
て
は
、
情
報
シ
ス
テ
ム
で
用
い
ら
れ
、
又

は
公
的
基
礎
情
報
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
を
構
成
す
る
デ
ー
タ
（
電
磁
的
記
録
で
あ
っ
て
電
子
計
算
機
に
よ
る
情
報
処
理

の
用
に
供
さ
れ
る
も
の
と
し
て
記
録
さ
れ
た
情
報
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
及
び
第
三
十
九
条
第
二
項
第
十
五
号
に

お
い
て
同
じ
。
）
を
正
確
か
つ
最
新
の
内
容
に
保
つ
こ
と
そ
の
他
の
デ
ー
タ
の
品
質
を
確
保
す
る
た
め
に
必
要
な
措

置
が
講
じ
ら
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
情
報
通
信
技
術
を
活
用
し
た
行
政
の
推
進
等
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
）
．

第
二
条
情
報
通
信
技
術
を
活
用
し
た
行
政
の
推
進
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
四
年
法
律
第
百
五
十
一
号
）
の
一
部

を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

「
第
四
節
特
定
法
人
事
項
変
更
届
出
に
関

目
次
中
「
第
四
節
そ
の
他
の
施
策
（
第
十
二
条
•
第
十
三
条
）
」
を
第
五
節
そ
の
他
の
施
策
（
第
十
五
条
・

、
「
第
四
章

第
五
章

す
る
特
例
（
第
十
二
条
ー
第
十
四
条
）
に
、
「
第
十
四
条
ょ
第
十
五
条
」
を
「
第
十
七
条
•
第
十
八
条
」
に

第
十
六
条
）

「
第
四
章
国
の
公
的

情
報
通
信
技
術
の
効
果
的
な
活
用
の
推
進
に
関
す
る
施
策
（
第
十
六
条
•
第
十
七
条
）
を
第
五
章
情
報
通
信

第
六
章
雑
則
（
第

雑
則
（
第
十
八
条
ー
第
二
十
一
条
）

基
礎
情
報
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
整
備
及
び
改
善
の
推
進
に
関
す
る
施
策
（
第
十
九
条
•
第
二
十
条
）

に
改
め
る
。

技
術
の
効
果
的
な
活
用
の
推
進
に
関
す
る
施
策
（
第
二
十
一
条
•
第
二
十
二
条
）

二
十
三
条
ー
第
二
十
六
条
）

第
一
条
中
「
施
策
及
び
」
を
「
施
策
、
国
の
公
的
基
礎
情
報
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
全
プ
ジ
タ
ル
社
会
形
成
基
本
法
第
三

十
一
条
に
規
定
す
る
公
的
基
礎
情
報
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
を
い
う
。
第
四
章
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
整
備
及
び
改
善
の
推
進

に
関
す
る
施
策
並
び
に
」
に
改
め
る
。

第
三
条
第
八
号
中
「
第
十
四
条
第
一
項
」
を
「
第
十
七
条
第
一
項
」
に
改
め
る
。

第
四
条
第
二
項
第
五
号
中
「
迅
速
に
」
を
「
迅
速
か
つ
的
確
に
」
に
改
め
、
「
行
う
た
め
に
」
の
下
に

n
オ
ー
タ
（
電

磁
的
記
録
と
し
て
記
録
さ
れ
た
情
報
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
に
関
し
て
」
を
加
え
、
同
号
イ
中
「
電
磁
的
記
録
に
お

い
て
用
い
ら
れ
る
」
を
「
デ
ー
タ
に
含
ま
れ
る
」
に
、
「
統
一
し
、
又
は
そ
の
」
を
「
統
一
す
る
こ
と
そ
の
他
の
措
置

に
よ
り
、
デ
ー
タ
の
仕
様
を
共
通
化
し
、
又
は
デ
ー
タ
の
」
に
改
め
、
「
い
う
」
の
下
に
「
。
第
十
九
条
第
二
項
第
五

号
及
び
第
二
十
条
第
二
項
に
お
い
て
同
じ
」
を
加
え
、
同
号
口
中
「
機
能
又
は
デ
ー
タ
」
を
「
デ
ー
タ
又
は
機
能
」

に
改
め
、
同
号
口
を
同
号
ハ
と
し
、
同
号
イ
の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

ロ
デ
ー
タ
の
品
質
の
確
保
（
デ
ー
タ
を
正
確
か
つ
最
新
の
内
容
に
保
つ
こ
と
そ
の
他
の
デ
ー
タ
の
品
質
を
確

保
す
る
こ
と
を
い
う
。
第
十
九
条
第
二
項
第
四
号
に
お
い
て
同
じ
。
）

第
五
条
第
三
項
中
「
事
務
」
の
下
に
「
に
つ
い
て
」
を
加
え
る
。

第
二
十
一
条
を
第
二
十
六
条
と
し
、
第
二
十
条
を
第
二
十
五
条
と
し
、
第
十
九
条
を
第
二
十
四
条
と
し
、
第
十
八

条
の
前
の
見
出
し
を
削
り
、
同
条
を
第
二
十
三
条
と
し
、
同
条
の
前
に
見
出
し
と
し
て
「
（
情
報
通
信
技
術
を
活
用
し

た
行
政
の
推
進
に
関
す
る
状
況
の
公
表
）
」
を
付
す
る
。

第
五
章
を
第
六
章
と
す
る
。

第
四
章
中
第
十
七
条
を
第
二
十
二
条
と
し
、
第
十
六
条
を
第
二
十
一
条
と
し
、
同
章
を
第
五
章
と
す
る
。

第
三
章
中
第
十
五
条
を
第
十
八
条
と
し
、
第
十
四
条
を
第
十
七
条
と
し
、
同
章
の
次
に
次
の
一
章
を
加
え
る
。

第
四
章
国
の
公
的
基
礎
情
報
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
整
備
及
び
改
善
の
推
進
に
関
す
る
施
策

（
公
的
基
礎
情
報
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
整
備
改
善
計
画
の
作
成
等
）

第
十
九
条
政
府
は
、
国
の
行
政
機
関
等
が
保
有
す
る
公
的
基
礎
情
報
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
で
あ
っ
て
、
手
続
等
並
び
に

こ
れ
に
関
連
す
る
行
政
機
関
等
の
事
務
及
び
民
間
事
業
者
の
業
務
の
処
理
に
お
け
る
国
民
の
利
便
性
の
向
上
及
び

行
政
運
営
の
改
善
に
資
す
る
も
の
（
次
項
及
び
次
条
に
お
い
て
「
国
の
公
的
基
礎
情
報
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
」
と
い
う
。
）

の
整
備
及
び
そ
の
利
用
を
促
進
す
る
た
め
の
改
善
を
総
合
的
か
つ
計
画
的
に
実
施
す
る
た
め
、
公
的
基
礎
情
報

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
整
備
及
び
改
善
に
関
す
る
計
画
（
以
下
こ
の
章
に
お
い
て
「
公
的
基
礎
情
報
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
整

備
改
善
計
画
」
と
い
う
。
）
を
作
成
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
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議案第42号 >
茅ヶ崎市立小学校及び中学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災

害補償に関する条例の一部を改正する条例について

1 提案の理由

公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償の基準を定める政令の

改正に伴い、学校医等の公務災害に対する介護補償の額及び休業補償等の額の算定の基

礎となる補償基礎額を改める等のため提案する。

2 根拠法規

公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関する法律（昭和 3

2年法律第 14 3号）第4条第 1項

3 条例の概要

(1) 茅ヶ崎市立小学校及び中学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償

に関する条例（第1条）関係

休業補償等の額の算定の基礎となる補償基礎額を引き上げることとした。 （別表関

係）

(2)茅ヶ崎市立小学校及び中学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償

に関する条例（第 2条）関係

ア 休業補償等の額の算定の基礎となる補償基礎額について、配偶者に係る加算はし

ないこと等とした。 （第 3条関係）

イ 介護補償の額を引き上げることとした。 （第 12条関係）

ウ 休業補償等の額の算定の基礎となる補償基礎額を引き上げることとした。 （別表

関係）

(3) この条例は、一部の規定を除き、令和 7年 4月 1日から施行することとし、所要の

経過措置を設けることとした。
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茅ヶ崎市立小学校及び中学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関する条例の一部を改正する条例新旧対照表

改 正後 1 改 正前

（茅ヶ崎市立小学校及び中学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関する条例の一部改正（第1条関係））

別表（第3条関係） 別表（第3条関係）

補償基礎額表 補償基礎額表

医師、歯 5年未満 5年以上 1 0年以 1 5年以 20年以 25年以 医師、歯 5年未満 5年以上 1 0年以 1 5年以 20年以 2 5年以

科医師又 1 0年未 上15年 上20年 上25年 上 科医師又 1 0年未 上15年 上20年 上25年 上

は薬剤師 満 未満 未満 未満 は薬剤師 満 未満 未満 未満

としての としての

経験年数 経験年数

学校医及 円 円 円 円 円 円 学校医及 円 円 円 円 円 円

び学校歯 7, 2 8, 8 1 0, 1 1 ， 1, 1, 1 2, び学校歯 6, 6 8, 2 9 ， 7 1 0, 1 1 ’ 1 2, 

科医の補 8 5 旦 2 6 3 248 9 1 8 590 科医の補 1 8 旦 9 5 923 7 1 8 438 

償基礎額 償基礎額

学校薬剤 学校薬剤
1 

師の補償 6. ， 1 6, 9 7. ， 3 8, 3 9, 0 9, 5 師の補償 5, 5 6, 4 7. ， 0 8, 0 8, 9 9, 3 

基礎額 1 0 6 5 85 20 63 08 基礎額 68 70 38 9 3 50 98 

備考略 備考略

（茅ヶ崎市立小学校及び中学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関する条例の一部改正（第2条関係））

（補償基礎額） （補償基礎額）

第3条補償は、療養補償及び介護補償を除き、補償基礎額を基礎として行うも 第3条補償は、療養補償及び介護補償を除き、補償基礎額を基礎として行うも

のとする。 のとする。
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2 前項の補償基礎額は、死亡若しくは負傷の原因である事故が発生した日又は I2 前項の補償基礎額は、死亡若しくは負傷の原因である事故が発生した日又は

診断によって死亡の原因である疾病の発生が確定した日若しくは診断によって

疾病の発生が確定した日（附則第 12項及び第 13項において単に「事故発生

日」という。）における当該学校医等のそれぞれ医師、歯科医師又は薬剤師と

しての経験年数（第18条第2項第2号において単に「経験年数」という。）

に応じて、別表に定める額とする。

診断によって死亡の原因である疾病の発生が確定した日若しくは診断によって

疾病の発生が確定した日（附則第12項及び第13項において単に「事故発生

日」という。）における当該学校医等のそれぞれ医師、歯科医師又は薬剤師と

しての経験年数（第18条第2項第2号において単に「経験年数」という。）

に応じて、別表に定める額とする。

3 次の各号のいずれかに該当する者で、学校医等の死亡若しくは負傷の原因で 1 3 次の各号のいずれかに該当する者で、学校医等の死亡若しくは負傷の原因で

ある事故が発生した日又は診断によって死亡の原因である疾病の発生が確定し

た日若しくは診断によって疾病の発生が確定した日において、他に生計のみち

がなく主として学校医等の扶養を受けていたものを扶養親族とし、扶養親族の

ある学校医等については、前項の規定による金額に、第1号に該当する扶養親

族については 1人につき 434円を、 2号から 5号までのいずれかに該当

する扶養親族については 1人につき 21 7円

を、それぞれ加算して得た額をもって補償基礎額とするものとする。

軍 22歳に達する日以後の最初の3月31日までの間にある子

盈 22歳に達する日以後の最初の3月31日までの間にある孫

盈 60歳以上の父母及び祖父母

辺 22歳に達する日以後の最初の3月31日までの間にある弟妹

豆重度心身障害者

ある事故が発生した日又は診断によって死亡の原因である疾病の発生が確定し

た日若しくは診断によって疾病の発生が確定した日において、他に生計のみち

がなく主として学校医等の扶養を受けていたものを扶養親族とし、扶養親族の

ある学校医等については、前項の規定による金額に、第1号に該当する扶養親

族については334円を、 2号に該当する扶親族については1人につき 2

6 7円 学校医等に 1号に該当する者がない場合にあっては、そのうち 1人

については334円）を、第3号から第6号までのいずれかに該当する扶養親

族については 1人につき 21 7円（学校医等に 1号に該当する者及び 2号

に該当する扶養親族がない場合にあっては そのうち 1人については300

Lを、それぞれ加算して得た額をもって補償基礎額とする。

旦L配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある

者を含む。）

盆 22歳に達する日以後の最初の3月31日までの間にある子

盈 22歳に達する日以後の最初の3月31日までの間にある孫

凶 60歳以上の父母及び祖父母

皿 22歳に達する日以後の最初の3月31日までの間にある弟妹

位重度心身障害者
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4 扶養親族たる子のうちに 15歳に達する日後の最初の4月1日から 22歳に 14 扶養親族たる子のうちに 15歳に達する日後の最初の4月1日から 22歳に

達する日以後の最初の3月31日までの間

にある子がいる場合における扶養加算額は、前項の規定にかかわら

ず、 16 7円に当該期間にある当該扶養親族たる子の数を乗じて得た額を同項

の規定による額に加算した額とする。

（介護補償）

第12条略

達する日以後の最初の3月31日までの間（以下この項において「特定期間」

という。）にある子がいる場合における扶養加算額は、前項の規定にかかわら

ず、 16 7円に特定期間にある当該扶養親族たる子の数を乗じて得た額を同項

の規定による額に加算した額とする。

（介護補償）

第12条略

2 介護補償は、月を単位として行うものとし、その額は、 1月につき、次の各 2 介護補償は、月を単位として行うものとし、その額は、 1月につき、次の各

号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 ・ 号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。

(1)略（1)略

(2)常時介護を要する場合において、その月（新たに介護補償を行うべき事由

が生じた月を除く。以下この号及び第4号において同じ。）に親族又はこれ

に準ずる者による介護を受けた日があるとき（その月に介護に要する費用を

支出して介護を受けた日があるときにあっては、当該介護に要する費用とし

て支出された額が85, 4 9 0円以下であるときに限る。） 8 5, 4 9 0 

旦

(3)略

(4)随時介護を要する場合において、その月に親族又はこれに準ずる者による

介護を受けた日があるとき（その月に介護に要する費用を支出して介護を受

けた日があるときにあっては、当該介護に要する費用として支出された額が

4 2, 7 0 0円以下であるときに限る。） 4 2, 7 0 0円

別表（第3条関係）

補償基礎額表

(2) 常時介護を要する場合において、その月（新たに介護補償を行うべき事由

が生じた月を除く。以下この号及び第4号において同じ。．）に親族又はこれ

に準ずる者による介護を受けた日があるとき（その月に介護に要する費用を

支出して介護を受けた日があるときにあっては、当該介護に要する費用とし

て支出された額が81, 2 9 0円以下であるときに限る。） 8 1, 2 9 0 

旦

(3)略

(4) 随時介護を要する場合において、その月に親族又はこれに準ずる者による

介護を受けた日があるとき（その月に介護に要する費用を支出して介護を受

けた日があるときにあっては、当該介護に要する費用として支出された額が

4 0, 6 0 0円以下であるときに限る。） 4 0, 6 0 0円

別表（第3条関係）

補償基礎額表
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医師、歯 5年未満 5年以上 1 0年以 1 5年以 20年以 2 5年以 医師、歯 5年未満 5年以上 1 0年以 1 5年以 20年以 2 5年以

科医師又 1 0年末 上15年 上20年 上25年 上 科医師又 1 0年未 上15年 上20年 上25年 上

は薬剤師 満 未満 未満 未満 は薬剤師 満 未満 末満 末満

としての としての

経験年数 経験年数

学校医及 円 円 円 円 円 円 学校医及 円 円 円 円 円 円

び学校歯 7, 2 8, 8 1 0, 1 1 ， 1 2, 1 3, び学校歯 7, 2 8, 8 1 0, 1 1 ， 1 1, 1 2, 

科医の補 8 5 5 0 7 6 8 9 6 3 6 2 5 0 9 8 科医の補 8 5 50 2 6 3 248 9 1 8 5 9 0 

償基礎額 償基礎額

学校薬剤 学校薬剤

師の補償 6, 1 7, 0 7, 5 8, 6 9, 2 9, 6 師の補償 6, 1 6, 9 7. ， 3 8, 3 9, 0 9, 5 

基礎額 1 0 45 0 5 2 3 70 20 基礎額 1 0 6 5 8 5 20 6 3 08 

備考略 備考略



-33-

--0123456789

茅ヶ崎市立小学校及び中学校の学校医、学校歯科底及び学校薬剤師の公務災害補償に関す

る条例の一部を改正する条例参照条文

〇公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災杏補償に関する法律

（補償の範囲、金額、支給方法等）

策 T 口の の井金 び、ーミその也嘗にし必な頂は ムでめる？

に従い、地方公共団体の条例で定める。

上汗項の によ ムで iをめる炉ムには 、は玉ハ昌戸宇書 『 H二六:

／ ーロの 参しやくるとともに汗冬口の が百ーの‘ び且 -ミ

ば'| としての：、，，、 る氾ザの玉ハ で‘上畔 紫：矢月 は＞＇ 1 として

の に,r‘ るのハ上の戸圭に、し町によ ,r―われる百の 嘗とおおむね百口のもの

となるようにこれを定めなければならない。

〇公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償の基準を定める政令（公

立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償の基準を定める政令の一部

を改正する政令（令和7年政令第98号）の規定による改正前のもの）

（補償基礎額）

第一条 公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関する法律（以下「法」とい

う。）第三条に規定する補償（第二十条において「補償」という。）は、療養補償及び介護補償を除

き、補償基礎額を基礎として行うものとする。

2 前項の補償基礎額は、死亡若しくは負傷の原因である事故が発生した日又は診断によって死亡の原

因である疾病の発生が確定した日若しくは診断によって疾病の発生が確定した日（附則第一条の三第

五項及び第六項において単に「事故発生日」という。）における当該学校医、学校歯科医又は学校薬

剤師のそれぞれ医師、歯科医師又は薬剤師としての経験年数（第十二条第二項第二号において単に

「経験年数」という。）に応じて、別表に定める額によるものとする。

ュンの＝のい‘れかに芍‘/るで‘‘- ‘、正‘ は → 師 L‘ 「‘可医 とい

> の亡丑しくは角告のハ大である が生した は珍‘によつて亡のハ大である‘‘の

発生が した日ザしくは珍によって‘の生が したにおいて 也に生吾のみちがな主

として‘、 の をけていたものを ‘ とし のある 、矢については汗項

の による、，＇に 一口び三口から六口までのい‘れかに芍‘rする については一

につき二 七を 二可こ芍‘rする については一につき三三四 それぞれ

加算して得た額をもつて補償基礎額とするものとする。

の しないが 上女女 スと百、の． J主にある ＾む

― ―十二歳に達する日以後の最初の戸月三十一日までの間にある子

二二十二歳に達する日以後の最初の三月三十一日までの間にある孫

四六十歳以上の父母及び祖父母

五 二十二歳に達する日以後の最初の三月三十一日までの間にある弟妹
△ 重度心身障害者
4 扶養親族たる子のうちに十五歳に達する日後の最初の四月一日から二十二歳に達する日以後の最初

の三月三十一日までの間（以下この項において「特定期間」という。）にある子がいる場合における

扶養加算額は、前項の規定にかかわらず、百六十七円に特定期間にある当該扶養親族たる子の数を乗

じて得た額を同項の規定による額に加算した額とする。

（介護補償）

第六条の二 介護補償は、傷病補償又は障害補償を受ける権利を有する学校医等が、当該傷病補償又は

障害補償の補償の事由となった障害であって文部科学省令で定める障害に該当するものにより、常時

又は随時介護を要する状態にあり、かつ、常時又は随時介護を受けている場合に、当該学校医等に対

して、当該介護を受けている期間、玄星に定める金額を支給して行うものとする。ただし、次に掲げ

る場合には、その入院し、又は入所している期間については、介護補償は、行わない。
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ー病院又は診療所に入院している場合

二 宰の 生 び土ム生‘を＇ごムに るための‘’ ‘’ 七 9 - = 
号）第五条第十一項に規定する障害者支援施設（次号において「障害者支援施設」という。）に

入所している場合（同条第七項に規定する生活介護（同号において「生活介護」という。）を受

けている場合に限る。）

三 障害者支援施設（生活介護を行うものに限る。）に準ずる施設として文部科学大臣が定めるも

のに入所している場合

上介護補償は、月を単位として行うものとし、その額は、一月につき、次の各号に掲げる区分に応じ、

それぞれ当該各号に定める額とするn

一 介護補償に係る障害（障害の程度に変更があった場合は、その月における最初の変更の前の障害。

第三号において同じ。）が常時介護を要する程度の障害として文部科学省令で定めるものに該当す

る場合（次号において「常時介護を要する場合」という。）において、その月に介護に要する費用

を支出して介護を受けた日があるとき（同号に掲げるときを除く。） その月における介護に要す

る費用として支出された額（その額が十七万七千九百五十円を超えるときは、十七万七千九百五十

円）

三 ーを る＾においてその たに― ，，ーこべき が生じたを，、 上

この， び四において百じ に はこれにゞ ‘るによる二をしたがあるとき

そのに―に る を してー したがる士ムにつては‘’苛 に る

として さたが＼ 二 上であるムにる 八万千二百九十円

三 介護補償に係る障害が随時介護を要する程度の障害として文部科学省令で定めるものに該当する

場合（次号において「随時介護を要する場合」という。）において、その月に介護に要する費用を

支出して介護を受けた日があるとき（同号に掲げるときを除く。） その月における介護に要する

費用として支出された額（その額が八万八千九百八十円を超えるときは、八万八千九百八十円）

四 るムにおいて のに はこに‘‘るによる― したがある

ときそのに：：に る を してーをしたがあるムにあっては‘芍―に

する費用として支出された額が四万六百円以下であるときに限る。） 四万六百円

別表補償某礎額表（第一条関係）

医匪コ歯科 五生圭邁 五生以上一 -Q生以上 ー五生以上 二Q生以上 二五生以上

医匪又は薬 Q圭主邁 ー五生圭邁 二Q生主盪 二五生圭邁

剖匪として

の経験生数

笠蚊医及び 六コ六一i¥ 八コニ!.¥= 九ョ七ム五 -Qュ九― ー一、七一 —一ョ酉＝

笠絃歯科医 日 且 且 二 △且 △且
の抽儘基礎

額

生核羞租l師 五:五六八 六ョ四七Q 七]Q＝八 l.\~ Q九＝ l.＼ム五Q ム: ＝九八
の捕儘基礎 日 日 巴 巴 且 .E9. 
顛

備考略
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令和 7年 3月28日 金曜日 官 報 （号外第 68号） 16 

御

名

御

璽

石

破

茂

公
立
学
校
の
学
校
医
、
学
校
歯
科
医
及
び
学
校
薬
剤
師
の
公
務
災
害
補
償
の
基
準
を
定
め
る
政
令
の
一
部
を
改
正
す

る
政
令
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

令
和
七
年
三
月
二
十
八
日

内
閣
総
理
大
臣

政
令
第
九
十
八
号

公
立
学
校
の
学
校
医
、
学
校
歯
科
医
及
び
学
校
薬
剤
師
の
公
務
災
害
補
償
の
基
準
を
定
め
る
政
令
の
一
部
を
改

正
す
る
政
令

内
閣
は
、
公
立
学
校
の
学
校
医
、
学
校
歯
科
医
及
び
学
校
薬
剤
師
の
公
務
災
害
補
償
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三
十
二

年
法
律
第
百
四
十
三
号
）
第
四
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
こ
の
政
令
を
制
定
す
る
。

第
＿
条
公
立
学
校
の
学
校
医
、
学
校
歯
科
医
及
び
学
校
薬
剤
師
の
公
務
災
害
補
償
の
基
準
を
定
め
る
政
令
（
昭
和
三

十
二
年
政
令
第
二
百
八
十
三
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

別
表
学
校
医
及
び
学
校
歯
科
医
の
補
償
基
礎
額
の
項
中
「
六
、
六
一
八
円
」
を
「
七
、
二
八
五
円
」
に
、
「
八
、
ニ

八
＿
―
-
円
」
を
「
八
、
八
五

0
円
」
に
、
「
九
、
七
九
五
円
」
を
「
一

0
、
二
六
三
円
」
に
、
二

0
、
九
二
三
円
」
を
「
一

一
、
二
四
八
円
」
に
、
「
―
-
、
七
一
八
円
」
を
「
―
-
、
九
一
八
円
」
に
、
二
二
、
四
．
―
-
八
円
」
を
「
―
二
、
五
九

文
部
科
学
大
臣
阿
部
俊
子

内

閣

総

理

大

臣

石

破

茂

0
円
」
に
改
め
、
同
表
学
校
薬
剤
師
の
補
償
基
礎
額
の
項
中
「
五
、
五
六
八
円
」
を
「
六
‘
―

1
0
円
」
に
、
「
六
、

四
七

0
円
」
を
「
六
、
九
六
五
円
」
に
、
「
七
、

0
三
八
円
」
を
「
七
、
三
八
五
円
」
に
、
「
八
、

0
九
三
円
」
を
「
八
、

三
二

0
円
」
に
、
「
八
、
九
五

0
円
」
を
「
九
、

0
六
三
円
」
に
、
「
九
、
三
九
八
円
」
を
「
九
、
五

0
八
円
」
に
改
め

る。

第
二
条
公
立
学
校
の
学
校
医
、
学
校
歯
科
医
及
び
学
校
薬
剤
師
の
公
務
災
害
補
僕
の
基
準
を
定
め
る
政
令
の
一
部
を

次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
一
条
第
三
項
中
「
及
び
第
三
号
か
ら
第
六
号
ま
で
の
い
ず
れ
か
」
を
削
り
、
「
二
百
十
七
円
」
を
「
四
百
三
十
四

円
」
に
、
「
第
二
号
」
を
「
第
二
号
か
ら
第
五
号
ま
で
の
い
ず
れ
か
」
に
、
「
三
百
三
十
四
円
」
を
「
二
百
十
七
円
」
に

改
め
、
同
項
中
第
一
号
を
削
り
、
第
二
号
を
第
一
号
と
し
、
第
三
号
か
ら
第
六
号
ま
で
を
一
号
ず
つ
繰
り
上
げ
、
同

条
第
四
項
中
「
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
特
定
期
間
」
と
い
う
。
）
」
を
削
り
、
「
特
定
期
間
に
」
を
「
当
該
期
間
に
」

に
改
め
る
。

第
六
条
の
二
第
二
項
第
二
号
中
「
八
Jj
千
二
百
九
十
円
」
を
「
八
万
五
千
四
百
九
十
円
」
に
改
め
、
同
項
第
四
号

中
「
四
万
六
百
円
」
を
「
四
万
二
千
七
百
円
」
に
改
め
る
。

別
表
学
校
医
及
び
学
校
歯
科
医
の
補
償
基
礎
額
の
項
中
「
一

0
、
二
六
三
円
」
を
「
一

0
、
七
六
八
円
」
に
、
「
一

一
、
二
四
八
円
」
を
「
―
一
、
九
六
三
円
」
に
、
「
―
-
、
九
一
八
円
」
を
「
―
二
、
六
二
五
円
」
に
、
「
―
二
、
五
九

0
円
」
を
「
一
三
、

0
九
八
円
」
に
改
め
、
同
表
学
校
薬
剤
師
の
補
償
基
礎
額
の
項
中
「
六
、
九
六
五
円
」
を
「
七
、

0
四
五
円
」
に
、
「
七
、
三
八
五
円
」
を
「
七
、
五

0
五
円
」
に
、
「
八
、
三
二

0
円
」
を
「
八
、
六
二
三
円
」
に
、
「
JL
、

0
六
三
円
」
を
「
九
、
二
七

0
円
」
に
、
「
九
、
五

0
八
円
」
を
「
九
、
六
二

0
円
」
に
改
め
る
。

附

則

（
施
行
期
日
）

第
一
条
こ
の
政
令
は
、
令
和
七
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
第
一
条
及
び
次
条
の
規
定
は
、
公
布
の
日

か
ら
施
行
す
る
。

（

補

償

基

礎

額

の

改

定

等

に

伴

う

経

過

措

置

）

．

第
二
条
第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
別
表
の
規
定
は
、
令
和
六
年
四
月
一
日
以
後
に
支
給
す
べ
き
事
由
が
生
じ

た
公
務
災
害
補
償
並
び
に
同
日
前
に
支
給
す
べ
き
事
由
が
生
じ
た
傷
病
補
償
年
金
、
障
害
補
債
年
金
及
び
遺
族
補
償

年
金
で
同
日
以
後
の
期
間
に
つ
い
て
支
給
す
べ
き
も
の
の
補
償
基
礎
額
に
つ
い
て
適
用
し
、
そ
の
他
の
公
務
災
害
補

債
の
補
債
基
礎
額
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

第
三
条
第
二
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
第
一
条
第
三
項
及
び
別
表
の
規
定
は
、
こ
の
政
令
の
施
行
の
日
（
以
下
「
施

行
日
」
と
い
う
。
）
以
後
に
支
給
す
べ
き
事
由
が
生
じ
た
公
務
災
害
補
償
並
び
に
施
行
日
前
に
支
給
す
べ
き
事
由
が
生

じ
た
傷
病
補
償
年
金
、
障
害
補
償
年
金
及
び
遺
族
補
償
年
金
で
施
行
日
以
後
の
期
間
に
つ
い
て
支
給
す
べ
き
も
の
の

補
償
基
礎
額
に
つ
い
て
適
用
し
、
そ
の
他
の
公
務
災
害
補
償
の
補
償
基
礎
額
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

2

施
行
日
か
ら
令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
期
間
に
支
給
す
べ
き
事
由
が
生
じ
た
公
務
災
害
補
償
並
び
に
施
行

日
前
に
支
給
す
べ
き
事
由
が
生
じ
た
傷
病
補
償
年
金
、
障
害
補
償
年
金
及
び
遺
族
補
償
年
金
で
当
該
期
間
に
つ
い
て

女
給
す
べ
き
も
の
に
つ
い
て
の
第
二
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
第
一
条
第
三
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同

項
中
「
該
当
す
る
者
」
と
あ
る
の
は
「
該
当
す
る
者
又
は
配
偶
者
（
婚
姻
の
届
出
を
し
な
い
が
、
事
実
上
婚
姻
関
係

と
同
様
の
事
情
に
あ
る
者
を
含
む
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
」
と
、
「
四
百
三
十
四
円
」
と
あ
る
の
は
「
三
百

八
十
四
円
」
と
、
「
そ
れ
ぞ
れ
」
と
あ
る
の
は
「
配
偶
者
で
あ
る
扶
養
親
族
に
つ
い
て
は
百
円
を
、
そ
れ
ぞ
れ
」
と
す

る。（
介
護
補
償
の
額
の
改
定
に
伴
う
経
過
措
置
）

第
四
条
第
二
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
第
六
条
の
二
第
二
項
の
規
定
は
、
施
行
日
以
後
に
支
給
す
べ
き
事
由
が
生

じ
た
介
護
補
償
に
つ
い
て
適
用
し
、
施
行
日
前
に
支
給
す
べ
き
事
由
が
生
じ
た
介
護
補
償
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前

の
例
に
よ
る
。
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議案第43号

令和7年第 1回臨時会補正予算の主な事業の概要（専決処分）

一般会計（令和7年度補正第1号）
（歳出）

（款項目）
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．事｀．．．．．．．．．業-----------•名．．．．．．．．．．．．．．．．．

補正額 説 明
（主管課）

（款）民生費（項）児童福祉費 国庫支出金 1 県支出金 1 地方債 I その他 I 
....（.目.）...母子福祉費・・・・-・・・・・・・・・・・・・・ 10,4171 I I I 

母子家庭父子家庭高等職業訓練促進給
13,890 

（単位：千円）

般財源

3,473 

母子家庭父子家庭高等職業訓練促進給付金等の支給について、当初の想定
1付金等事業費

を上回る申請者の増加に伴い、負担金補助及ぴ交付金を増額するもの。
（こども政策課）

＊決定過程理事者調整（令和7年4月17日）
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